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1.　19年９月中間期の連結業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1) 連結経営成績 (％表示は対前年中間期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 997,360 △3.6 23,437 △13.7 30,176 3.6 14,444 11.0
18年９月中間期 1,035,043 11.1 27,144 16.8 29,117 14.6 13,011 32.8

　19年　３月期 2,093,976 6.7 62,834 6.9 70,044 8.0 30,688 △1.0
　

　
１株当たり中間
(当期)純利益

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

　 円 銭 円 銭

19年９月中間期 5,261 94 5,084 00
18年９月中間期 4,747 18 4,643 51

　19年　３月期 11,193 17 10,878 56

(参考) 持分法投資損益 19年９月中間期 3,850百万円 18年９月中間期 1,373百万円 19年３月期 6,026百万円

　

(2) 連結財政状態 　

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 1,214,615 584,328 46.2 204,595 42

18年９月中間期 1,191,010 557,567 45.0 195,581 06

　19年　３月期 1,268,049 577,046 43.7 202,188 02

(参考) 自己資本 19年９月中間期 561,736百万円 18年９月中間期 536,201百万円 19年３月期 554,760百万円

　

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 　

　
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
　 百万円 百万円 百万円 百万円

19年９月中間期 14,223 140 △20,469 57,648

18年９月中間期 22,469 △14,886 △18,824 67,953

　19年　３月期 41,962 △52,003 △9,779 62,015

　

2.　配当の状況

　 １株当たり配当金

(基準日)
第１

四半期末
中間期末

第３
四半期末

期末 年間

　 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

19年３月期 　 ―1,500 00 　 ― 1,500 00 3,000 00

20年３月期 　 ―1,750 00 　 ― 　 ―
3,500 00

20年３月期(予想) 　 ― 　 ― 　 ―1,750 00

　

3.　20年３月期の連結業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

　 (％表示は対前期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通　期 2,065,871 △1.3 59,239 △5.7 71,463 2.0 37,615 22.6 13,700 17



4.　その他

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　　無

　

(2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　　有

②　①以外の変更　　　　　　　　　無

〔(注)　詳細は、23ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。〕

　

(3) 発行済株式数（普通株式）

　 ①
期末発行済株式数
(自己株式を含む)

19年９月
中間期

2,781,840株
18年９月
中間期

2,781,840株 19年３月期 2,781,840株

　 ② 期末自己株式数
19年９月
中間期

36,244株
18年９月
中間期

40,258株 19年３月期 38,056株

(注)　１株当たり中間(当期)純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、43ページ「１株当たり情報」

をご覧ください。

　

(参考)　個別業績の概要

1.　19年９月中間期の個別業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1) 個別経営成績 (％表示は対前年中間期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 776,641 △0.7 17,060 △1.8 27,332 14.6 14,086 11.9
18年９月中間期 781,812 3.5 17,373 1.9 23,857 2.5 12,587 6.0

　19年　３月期 1,602,062 1.6 38,496 △1.8 47,746 3.3 22,243 3.3
　

　
１株当たり中間
(当期)純利益

　 円 銭

19年９月中間期 5,131 46

18年９月中間期 4,590 67

　19年　３月期 8,111 36

　

(2) 個別財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 1,079,269 491,783 45.6 179,117 21

18年９月中間期 1,062,623 479,844 45.2 175,024 58

　19年　３月期 1,135,805 487,345 42.9 177,618 08

(参考) 自己資本 19年９月中間期 491,783百万円 18年９月中間期 479,844百万円 19年３月期 487,345百万円

　

2.　20年３月期の個別業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

　 (％表示は対前期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通　期 1,596,890 △0.3 37,823 △1.7 50,584 5.9 27,423 23.3 9,988 06

　
　※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

業績予想につきましては、当社が現時点で合理的であると判断する一定の条件に基づき作成しており
ます。しかし、実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。
上記予想に関連する事項につきましては、添付資料５ページをご参照ください。
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1. 経営成績及び財政状態
　

(1) 経営成績

　

①　事業全体の概況

当中間期におけるわが国経済は、引き続き緩やかな景気拡大を続けております。しかしながら賃金の伸

び悩みや年金問題等の将来不安も加わって、生活者の消費マインドは盛り上がりに欠け、その結果、消費

の足踏み状態を招き、広告費の伸び悩みにつながっていると思われます。

  広告業界におきましては、クライアントや業種、メディアによって業績に差が出るとともに、広告会社

間では激しい競争環境が続いております。 

  こうしたなか、電通グループの当中間期の連結業績は、前年同期に「2006FIFAワールドカップTMドイツ

大会」などがあり好業績を記録したこと、またクライアント各社の広告支出への慎重な姿勢が多いことな

ど、厳しい経営環境にありましたが、「第11回IAAF世界陸上競技選手権大阪大会」という世界的イベント

への取り組みをはじめ電通グループの総力を結集し、積極的な営業活動を展開した結果、売上高・売上総

利益・営業利益は前年同期を下回ったものの、経常利益・中間純利益は前年同期を上回りました。

　上で述べました当中間期の連結業績は、売上高が9,973億60百万円（前年同期比3.6％減）、売上総利益

は1,658億75百万円（同1.3％減）、営業利益は234億37百万円（同13.7％減）、経常利益は301億76百万円

（同3.6％増）でした。一方、北米子会社GENEON ENTERTAINMENT (USA) INC.の業務範囲の縮小および外国

映画などの国内放映権の共同販売を行なうD&T組合事業からの撤退に伴う特別損失、退職給付信託の追加

設定による特別利益等により、中間純利益は144億44百万円（同11.0％増）でした。

　

事業の種類別業績は、次のとおりです。

ａ．広告業

広告業では、売上高9,508億37百万円（前年同期比4.0％減）、営業利益は220億69百万円（同16.4％

減）でした。当社単体および当セグメントにおける国内主要連結対象会社の概況は、以下のとおりで

す。

　

㈱電通

当社単体の業績は、売上高が7,766億41百万円（前年同期比0.7％減）となりましたが、売上総利益は

スポーツ領域の収益性が改善したこと、並びにクリエーティブ・OOHメディアなどの増加により1,063億

44百万円（同2.6％増）となりました。以下、営業利益170億60百万円（前年同期比1.8％減）、経常利

益273億32百万円（前年同期比14.6％増）、中間純利益140億86百万円（前年同期比11.9％増）となりま

した。

　

㈱電通テック

販促プロモーション制作領域における「情報・通信」、「流通・小売業」業種の受注拡大、大型作業

獲得によるイベントプロモーション制作領域の伸長など、各作業領域で前年同期を上回り順調に推移

し、売上高774億35百万円（前年同期比5.3％増）、営業利益9億5百万円（同5.0％増）、経常利益9億74

百万円（同19.3％増）、中間純利益4億54百万円（同183.8％増）となりました。
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㈱サイバー・コミュニケーションズ

同社の連結業績は、インターネット広告市場の伸長を背景に、売上高は249億30百万円（前年同期比

5.1％増）でしたが、第１四半期において主力のウェブ広告（バナー広告、リッチメディア広告など）

の取扱が伸び悩んだことなどが影響して期初見通しを下回り、中期経営計画に基づく人員確保のための

人件費の増加や前期に行った子会社投資に伴うのれん償却費の増加等により営業利益は4億86百万円（同

41.3％減）、経常利益は4億42百万円（同44.6％減）となりました。中間純利益については、投資有価

証券売却益を計上したことなどにより3億73百万円（同225.9％増）となりました。

　

ｂ．その他の事業

広告業以外のその他の事業では、売上高616億35百万円（前年同期比1.7％増）、営業損失は1億93百

万円（前年同期は営業損失4億74百万円）でありました。当セグメントでの主要連結対象会社である㈱

電通国際情報サービスの概況は、以下のとおりです。

　

㈱電通国際情報サービス

情報システム構築などのITソリューションを事業内容とする同社の事業環境は、特に金融業の情報化

投資需要が旺盛であり、全体として企業の情報化投資意欲は堅調に推移しました。品質、機能、納期な

らびに価格等への要請は依然強い中、顧客の経営課題に対応する価値あるソリューションの提供に努め

た結果、同社の連結業績は、売上高350億12百万円（前年同期比2.3％増）、営業利益11億22百万円（前

年同期は2億3百万円の営業損失）、経常利益12億53百万円（前年同期は14百万円の経常損失）、中間純

利益3億94百万円（前年同期は2億21百万円の中間純損失）となりました。

　

所在地別業績は、次のとおりです。

ａ．日本

日本では、売上高9,144億89百万円（前年同期比0.2％減）、営業利益は244億34百万円（同7.0％増）

となりました。

ｂ．海外

海外では、売上高878億38百万円（前年同期比29.0％減）、営業損失は10億29百万円（前年同期は36

億26百万円の営業利益）となりました。前年同期の国際マーケティング会社iSe International Sports

and Entertainment AG グループ（2006FIFAワールドカップTMドイツ大会の終了に伴い平成19年2月に解

散決議）による業績寄与の反動、および当社子会社で北米でのアニメ関連事業を手がけるGENEON

ENTERTAINMENT (USA) INC.の業績が影響しました。
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連結業績には、当社単体の業績が大きく影響しております。当中間期における当社単体の業種別・業務

区分別業績の概況は、以下のとおりです。

　

　＜業種別＞

　当社売上高に占める割合の大きい上位10業種について、売上高が増加した業種は「食品」（構成比

6.2％、前年同期比6.6％増）、「薬品・医療用品」（同5.2％、同4.7％増）、「交通・レジャー」（同

4.4％、同4.4％増）の3業種であり、一方減少した業種は、「情報・通信」（同13.8％、同6.1％減）、

「飲料・嗜好品」（同10.8％、同6.4％減）、「金融・保険」（同7.9％、同9.1％減）、「化粧品・トイ

レタリー」（同7.9％、同3.7％減）、「自動車・関連品」（同7.5％、同5.8％減）、「家電・ＡＶ機器」

（同5.8％、同11.0％減）、「流通・小売業」（同4.9％、同1.9％減）の7業種でした。

　

＜業務区分別＞ 

業 務 区 分 売上高 構成比
前年同期比

増減

　 　 百万円 ％ ％

　 新　　　　　聞 84,828 10.9 △6.4

　 雑　　　　　誌 33,653 4.3 △7.8

　 ラ　　ジ　　オ 12,076 1.6 △4.5

　 テ　レ　ビ　計 364,304 46.9 △2.3

　 (テレビタイム) (173,136) (22.3) (△2.9)

　 (テレビスポット) (191,167) (24.6) (△1.7)

　 インタラクティブメディア 11,266 1.5 2.5

　 ＯＯＨメディア 23,431 3.0 22.4

　 クリエーティブ 98,239 12.6 10.6

　
マーケティング
/プロモーション

80,523 10.4 △1.2

　 コンテンツサービス 56,638 7.3 △0.9

　 そ　　の　　他 11,679 1.5 2.0

　 計 776,641 100.0 △0.7

 

    注：主要な業務区分の内容は、下記のとおりです。　 

       新聞：新聞広告枠の取引業務

   　  雑誌：雑誌広告枠の取引業務

  　   ラジオ：ラジオ広告枠の取引業務

       テレビ：テレビ広告枠の取引業務

       テレビタイム：テレビタイム広告枠（番組提供による番組内）の取引業務 

       テレビスポット：テレビスポット広告枠（主に番組間）の取引業務 

       インタラクティブメディア：インターネット、モバイルに関する広告枠の取引業務 

       ＯＯＨメディア：アウト・オブ・ホーム・メディア（交通、屋外、折込）広告枠の取引業務 

       クリエーティブ：広告表現立案業務、広告制作業務および関連業務 

       マーケティング/プロモーション：クライアントのマーケティング、コミュニケーション、ブランド、

　　　　　　　　　　　経営等の戦略立案、コンサルティング業務、および課題解決のためのSP、イベント、PR、

　　　　　　　　　　　eプロモーション、ダイレクトマーケティング等のソリューションの企画・実施作業 

       コンテンツサービス：スポーツ領域、エンタテインメント領域での権利販売業務、企画立案・制作実施

　　　　　　　　　　　業務およびその他のコンテンツサービス
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マス四媒体の売上高は、四媒体とも前年同期を下回り、前年同期比3.5％減の4,948億62百万円となりま

した。マス四媒体以外の売上高はクリエーティブ、OOHメディアなどが高い伸びを示し、前年同期比4.7％

増の2,817億78百万円となりました。

　これにより、マス四媒体以外の売上高構成比は36.3％と前年同期から1.9ポイント増加しました。業務

区分別の売上高の内訳は、以下のとおりです。

　

ａ．新聞

848億28百万円（前年同期比6.4％減）となりました。業種別に傾向が分かれ、「エネルギー・素材・機

械」が前年同期比42.0％増、「薬品・医療用品」が同29.1％増、「官公庁・団体」が同23.2％増と好調な

一方、「飲料・嗜好品」などで前年を下回りました。

　

ｂ．雑誌

336億53百万円（前年同期比7.8％減）となりました。「官公庁・団体」が前年同期比87.9％増と好調な

一方、「家電・ＡＶ機器」「流通・小売業」などで前年を下回りました。

　

ｃ．ラジオ

120億76百万円（前年同期比4.5％減）となりました。「交通・レジャー」が前年同期比36.2％増、「不

動産・住宅設備」が同25.8％増と好調な一方、「官公庁・団体」などで前年を下回りました。

　

ｄ．テレビ

3,643億4百万円（前年同期比2.3％減）となりました。

《テレビタイム》

　1,731億36百万円（前年同期比2.9％減）となりました。「出版」が前年同期比44.5％増、「交通・レジ

ャー」が同44.2％増、「流通・小売業」が同23.0％増と好調な一方、「家電・ＡＶ機器」「金融・保険」

などで前年を下回りました。

《テレビスポット》

　1,911億67百万円（前年同期比1.7％減）となりました。「官公庁・団体」が前年同期比135.9％増、「趣

味・スポーツ用品」が同66.1％増、「精密機器・事務用品」が同62.3％増、「エネルギー・素材・機械」

が同31.4％増と好調な一方、「金融・保険」「自動車・関連品」などで前年を下回りました。

　

ｅ．インタラクティブメディア

112億66百万円（前年同期比2.5％増）となりました。「官公庁・団体」が前年同期比189.2％増、「教

育・医療サービス・宗教」が108.2％増、「化粧品・トイレタリー」が同37.8％増など多くの業種で前年

同期を上回りました。一方、「家電・ＡＶ機器」などで前年を下回りました。
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ｆ．OOHメディア

234億31百万円（前年同期比22.4％増）となりました。「官公庁・団体」が前年同期比140.5％増、「趣

味・スポーツ用品」が同125.9％増、「金融・保険」が同77.2％増と好調な一方、「出版」などで前年を

下回りました。

　

ｇ．クリエーティブ

982億39百万円（前年同期比10.6％増）となりました。「趣味・スポーツ用品」が前年同期比49.9％増、

「情報・通信」が同41.1％増、「外食・各種サービス」が同27.1％増と好調な一方、「教育・医療サービ

ス・宗教」などで前年を下回りました。

　

ｈ．マーケティング/プロモーション

805億23百万円（前年同期比1.2％減）となりました。「教育・医療サービス・宗教」が前年同期比

68.4％増、「出版」が同33.2％増、「化粧品・トイレタリー」が同25.9％増と好調な一方、「交通・レジ

ャー」「薬品・医療用品」などで前年を下回りました。

　

ｉ．コンテンツサービス

566億38百万円（前年同期比0.9％減）となりました。「不動産・住宅設備」が前年同期比325.2％増、

「精密機器・事務用品」が同151.3％増、「外食・各種サービス」が同101.7％増、「金融・保険」が同

94.1％増など多くの業種で前年同期を上回りました。一方、「情報・通信」「家電・ＡＶ機器」などで前

年を下回りました。

　

ｊ．その他

116億79百万円（前年同期比2.0％増）となりました。「食品」が前年同期比36.1％増、「化粧品・トイ

レタリー」が同30.7％増と好調な一方、「自動車・関連品」などで前年を下回りました。

　

②　通期の業績見通し

(社)日本経済研究センターによると、平成19年度の総広告費は前年度比0.4％増と微増するものの、マ

ス四媒体の成長率は低くとどまると予測されています（平成19年9月時点）。

　こうした中、通期の連結業績見通しとしては、売上高2兆658億71百万円（前期比1.3％減）、営業利益

592億39百万円（同5.7％減）、経常利益714億63百万円（同2.0％増）、当期純利益376億15百万円（同

22.6％増）を予想しております。

また、通期の単体業績は、売上高1兆5,968億90百万円（前期比0.3％減）、営業利益378億23百万円（同

1.7％減）、経常利益505億84百万円（同5.9％増）、当期純利益274億23百万円（同23.3％増）を予想して

おります。　　　

　なお、通期の連結業績見通しに関して、持分法適用会社であるピュブリシスグループの損益に対する当

社持分の取り込みについては、ピュブリシスグループが業績予想を開示していないため、下期の持分法投

資利益は、ピュブリシスグループの前年同期実績に基づき、40億59百万円（のれん償却22億3百万円控除

後）としています。為替レートについては他の関係会社同様、中間期の期中平均為替レート1ユーロ＝約

159.6円を用いています。
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(2) 財政状態

当中間期は、売上債権およびたな卸資産の減少により、前期末と比べ、資産合計では534億34百万円の

減少となりました。一方、負債についても、仕入債務、その他流動負債の減少および借入金の返済によ

り、負債合計では607億16百万円の減少となりました。

　また、中間純利益144億44百万円の計上が、退職給付信託の拠出等によるその他有価証券評価差額金の

減少60億82百万円を上回り、純資産合計は前期末に比べ72億82百万円の増加となりました。

(当期のキャッシュ・フローの状況)

当期末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、576億48百万円（前期末620億15百万円）とな

りました。営業活動による収入が、財務活動による支出を下回ったため、前期末に比べ43億66百万円の減

少となりました。

営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動により得た資金は、142億23百万円（前中間期224億69百万円）となりました。当中間期は、た

な卸資産の減少額が前中間期に比べて縮少したこと等により、全体では減少しました。

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動により得た資金は、１億40百万円（前中間期は148億86百万円の支出）となりました。当中間

期は、投資有価証券の売却等による収入が投資有価証券、有形固定資産およびソフトウェアの取得等によ

る支出を上回りました。前中間期は、投資有価証券およびソフトウェア等の取得による支出が、投資有価

証券および固定資産の売却による収入を大きく上回ったため支出でした。

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果使用した資金は、204億69百万円（前中間期は188億24百万円）となりました。借入金の

返済および配当金の支払等により支出となりました。

キャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

　  平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

　 中間 期末 中間 期末 中間

自己資本比率 41.6％ 40.8％ 45.0％ 43.7％ 46.2％

時価ベースの
自己資本比率

71.6％ 90.3％ 73.9％ 71.4％ 73.7％

債務償還年数 1.4年 1.4年 2.3年 2.8年 3.5年

インタレスト・
カバレッジ・レシオ

30.0 28.8 19.2 17.9 11.4

  自己資本比率：自己資本／総資産

  時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

　債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

  インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払

※いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

※キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。有利子負債は貸借対照表に計上されている負債

のうち利子を支払っているすべての負債を対象としております。

※債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算するために２倍にしております。
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(3) 利益配分に関する基本方針および当期の配当

　当社は、株主への利益還元を重要政策の一つと考えております。当社を取り巻く経営環境の変化に応じ

て、事業成長による企業価値の長期的な向上、安定的な配当、機動的な自己株式の取得等を組み合わせる

ことにより、資本効率の向上を目指すとともに、総合的な利益還元を図ってまいります。各期の配当につ

いては、安定性を重視しつつ、変化に対応するための持続的な投資に必要な内部留保、当期の業績および

中長期的な業績見通し、ならびに資金状況等を総合的に勘案して決定してまいります。また、内部留保資

金については、各種メディアおよびインターネット等を利用した新事業への投資、各種優良コンテンツの

開発・取得、海外市場における営業基盤の整備、ならびに当社グループ経営基盤の整備・拡充等に有効に

活用し、当社グループの競争力および収益力の向上を図っていく所存です。

　当期配当につきましては、株主の皆様への利益還元を強化する見地から諸要素を総合的に考慮して、1

株につき普通配当3,500円（中間配当1,750円）を予定しております。

　

(4) 事業等のリスク

　最近の有価証券報告書（平成19年６月28日提出）における「事業等のリスク」から重要な変更がないた

め開示を省略します。

　

2.企業集団の状況
　

最近の有価証券報告書（平成19年６月28日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会

社の状況」から重要な変更がないため開示を省略しております。
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3. 経営方針
　

平成19年３月期決算短信（平成19年５月11日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため

開示を省略します。

　当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。

　（当社ホームページ）

　　　http://www.dentsu.co.jp

　（東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ)）

　　　http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html
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4. 中間連結財務諸表
(1) 中間連結貸借対照表

　

　 　
前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 ※２ 　 71,403 　 　 54,435 　 　 65,943 　

　２　受取手形及び
　　　売掛金

※５ 　 468,570 　 　 486,237 　 　 516,007 　

　３　有価証券 ※２ 　 1,602 　 　 8,989 　 　 2,199 　

　４　たな卸資産 　 　 31,645 　 　 21,162 　 　 33,048 　

　５　その他 　 　 45,300 　 　 44,393 　 　 50,476 　

　　　貸倒引当金 　 　 △2,584 　 　 △4,781 　 　 △3,787 　

　　　　流動資産合計 　 　 615,938 51.7 　 610,436 50.3 　 663,887 52.4

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物及び
　　　　構築物

　 　 92,723 　 　 88,953 　 　 90,417 　

　　(2) 土地 　 　 155,437 　 　 158,927 　 　 155,378 　

　　(3) その他 ※２ 　 6,272 　 　 6,132 　 　 6,059 　

　　　　有形固定資産
　　　　合計

　 　 254,433 21.4 　 254,013 20.9 　 251,854 19.9

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) のれん 　 　 20,664 　 　 18,106 　 　 19,771 　

　　(2) その他 　 　 23,852 　 　 23,020 　 　 23,928 　

　　　　無形固定資産
　　　　合計

　 　 44,517 3.7 　 41,127 3.4 　 43,699 3.4

　３　投資その他の
　　　資産

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 ※２ 　 226,135 　 　 244,486 　 　 259,762 　

　　(2) その他 　 　 51,301 　 　 66,150 　 　 50,463 　

　　　　貸倒引当金 　 　 △1,130 　 　 △1,316 　 　 △1,369 　

　　　　投資損失
　　　　引当金

　 　 △184 　 　 △283 　 　 △248 　

　　　　投資その他の
　　　　資産合計

　 　 276,121 23.2 　 309,037 25.4 　 308,608 24.3

　　　　固定資産合計 　 　 575,072 48.3 　 604,179 49.7 　 604,162 47.6

　　　資産合計 　 　 1,191,010 100.0 　 1,214,615 100.0 　 1,268,049 100.0
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前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形及び
　　　買掛金

※2,5 　 390,953 　 　 402,935 　 　 425,612 　

　２　短期借入金 ※２ 　 29,696 　 　 16,601 　 　 29,638 　

　３　返品調整引当金 　 　 963 　 　 1,322 　 　 919 　

　４　債務保証損失　
　　　引当金　

　 　 1,479 　 　 1,173 　 　 947 　

　５　事業再編損失
　　　引当金

　 　 ─ 　 　 588 　 　 ─ 　

　６　役員賞与引当金 　 　 257 　 　 339 　 　 520 　

　７　受注損失引当金 　 　 ─ 　 　 58 　 　 104 　

　８　その他 　 　 86,993 　 　 73,978 　 　 88,163 　

　　　流動負債合計 　 　 510,344 42.9 　 496,998 40.9 　 545,906 43.1

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 ※２ 　 62,182 　 　 83,875 　 　 86,651 　

　２　退職給付引当金 　 　 41,465 　 　 29,878 　 　 38,560 　

　３　役員退職慰労
　　　引当金

　 　 3,228 　 　 885 　 　 3,657 　

　４　事業再編損失
　　　引当金

　 　 ─ 　 　 461 　 　 ─ 　

　５　その他 　 　 16,221 　 　 18,188 　 　 16,228 　

　　　固定負債合計 　 　 123,098 10.3 　 133,289 11.0 　 145,097 11.4

　　　負債合計 　 　 633,442 53.2 　 630,287 51.9 　 691,003 54.5
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前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 58,967 5.0 　 58,967 4.9 　 58,967 4.7

　２　資本剰余金 　 　 61,320 5.1 　 61,579 5.1 　 61,474 4.8

　３　利益剰余金 　 　 420,097 35.2 　 443,344 36.5 　 433,383 34.2

　４　自己株式 　 　 △7,535 △0.6 　 △6,798 △0.6 　 △7,130 △0.6

　　　株主資本合計 　 　 532,849 44.7 　 557,093 45.9 　 546,694 43.1

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 13,900 1.2 　 9,253 0.8 　 15,336 1.2

　２　繰延ヘッジ損益 　 　 666 0.1 　 823 0.1 　 818 0.1

　３　土地再評価
　　　差額金

　 　 △7,129 △0.6 　 △7,179 △0.6 　 △7,179 △0.6

　４　為替換算調整
　　　勘定

　 　 △4,085 △0.4 　 1,745 0.1 　 △909 △0.1

　　　評価・換算
　　　差額等合計

　 　 3,351 0.3 　 4,642 0.4 　 8,065 0.6

Ⅲ　新株予約権 　 　 5 0.0 　 0 0.0 　 0 0.0

Ⅳ　少数株主持分 　 　 21,360 1.8 　 22,592 1.8 　 22,285 1.8

　　　純資産合計 　 　 557,567 46.8 　 584,328 48.1 　 577,046 45.5

　　　負債純資産合計 　 　 1,191,010 100.0 　 1,214,615 100.0 　 1,268,049 100.0
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(2) 中間連結損益計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 1,035,043 100.0 　 997,360 100.0 　 2,093,976 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 866,904 83.8 　 831,484 83.4 　 1,745,584 83.4

　　　売上総利益 　 　 168,139 16.2 　 165,875 16.6 　 348,391 16.6

Ⅲ　販売費及び
一般管理費

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　給料手当 　 67,916 　 　 69,542 　 　 139,865 　 　

　２　役員賞与
　　　引当金繰入額

　 257 　 　 339 　 　 520 　 　

　３　退職給付
　　　引当金繰入額

　 4,041 　 　 3,691 　 　 7,852 　 　

　４　役員退職慰労
　　　引当金繰入額

　 444 　 　 226 　 　 825 　 　

　５　福利厚生費 　 7,790 　 　 8,180 　 　 16,290 　 　

　６　減価償却費 　 6,417 　 　 6,894 　 　 13,270 　 　

　７　のれん償却額 　 1,139 　 　 1,039 　 　 2,310 　 　

　８　貸倒引当金
　　　繰入額

　 505 　 　 816 　 　 893 　 　

　９　その他 　 52,482 140,995 13.6 51,706 142,438 14.3 103,727 285,556 13.6

　　　営業利益 　 　 27,144 2.6 　 23,437 2.3 　 62,834 3.0

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 539 　 　 785 　 　 1,197 　 　

　２　受取配当金 　 783 　 　 1,689 　 　 1,079 　 　

　３　投資組合出資
　　　利益

　 ─ 　 　 1,089 　 　 ─ 　 　

　４　賃貸料 　 232 　 　 195 　 　 513 　 　

　５　持分法による
　　　投資利益

　 1,373 　 　 3,850 　 　 6,026 　 　

　６　その他 　 761 3,691 0.4 637 8,247 0.8 1,583 10,401 0.5

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 1,172 　 　 1,245 　 　 2,339 　 　

　２　為替差損 　 114 　 　 56 　 　 ─ 　 　

　３　貸倒引当金
　　　繰入額

　 ─ 　 　 23 　 　 ― 　 　

　４　投資組合出資
　　　損失

　 205 　 　 ─ 　 　 ― 　 　

　５　その他 　 226 1,718 0.2 182 1,508 0.1 852 3,192 0.2

　　　経常利益 　 　 29,117 2.8 　 30,176 3.0 　 70,044 3.3
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前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却益 ※１ 517 　 　 17 　 　 660 　 　

　２　投資有価証券
　　　売却益

　 551 　 　 1,050 　 　 556 　 　

　３　貸倒引当金
　　　戻入益

　 58 　 　 ─ 　 　 ─ 　 　

　４　退職給付信託
　　　設定益

　 ─ 　 　 7,387 　 　 ─ 　 　

　５　株式売却に伴う
　　　返還金

　 230 　 　 ─ 　 　 419 　 　

　６　その他 　 232 1,589 0.2 185 8,641 0.9 610 2,247 0.1

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却損 ※２ 132 　 　 10 　 　 137 　 　

　２　固定資産除却損 ※３ 93 　 　 184 　 　 316 　 　

　３　減損損失 ※４ ─ 　 　 55 　 　 112 　 　

　４　投資有価証券
　　　売却損

　 4 　 　 31 　 　 14 　 　

　５　投資有価証券
　　　評価損

　 2,112 　 　 588 　 　 4,922 　 　

　６　投資損失引当金
　　　繰入額

　 79 　 　 7 　 　 223 　 　

　７　債務保証損失
　　　引当金繰入額

　 236 　 　 225 　 　 947 　 　

  ８　たな卸資産
　　　評価損

　 ─ 　 　 7,160 　 　 ─ 　 　

　９　事業再編損失 ※５ ─ 　 　 1,377 　 　 ─ 　 　

　10　事業再編損失
　　　引当金繰入額

　 ─ 　 　 1,022 　 　 ─ 　 　

　11　特別退職金 ※６ 481 　 　 5 　 　 1,852 　 　

　12　のれん償却額 ※７ ─ 　 　 1,259 　 　 1,264 　 　

　13　その他 　 619 3,760 0.4 538 12,469 1.3 1,787 11,579 0.5

税金等調整前
中間(当期)
純利益

　 　 26,946 2.6 　 26,348 2.6 　 60,712 2.9

法人税、住民税
及び事業税

　 11,778 　 　 12,147 　 　 28,255 　 　

法人税等調整額 　 457 12,236 1.2 △565 11,582 1.2 △829 27,425 1.3

少数株主利益
　　　

　 　 1,698 0.1 　 321 0.0 　 2,598 0.1

中間(当期)
純利益

　 　 13,011 1.3 　 14,444 1.4 　 30,688 1.5
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(3) 中間連結株主資本等変動計算書

前中間連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 58,967 55,678 410,812 △14,472 510,985

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　株式交換による変動額 ─ 5,540 ─ 6,661 12,201

　剰余金の配当(注) ─ ─ △4,051 ─ △4,051

　役員賞与(注) ─ ─ △464 ─ △464

　中間純利益 ─ ─ 13,011 ─ 13,011

　土地再評価差額金の取崩 ─ ─ 758 ─ 758

　自己株式の取得 ─ ─ ─ △27 △27

　自己株式の処分 ─ 101 ─ 303 404

　連結子会社増加に伴う増加高 ─ ─ 104 ─ 104

　持分法適用会社増加に伴う
　減少高

─ ─ △19 ─ △19

　その他（※4） ─ ─ △53 ─ △53

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

─ 5,641 9,285 6,937 21,864

平成18年９月30日残高(百万円) 58,967 61,320 420,097 △7,535 532,849

　

　

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 20,303 ─ △6,370 △3,737 10,195 5 27,496 548,683

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　

　株式交換による変動額 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 12,201

　剰余金の配当(注) ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ △4,051

　役員賞与(注) ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ △464

　中間純利益 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 13,011

　土地再評価差額金の取崩 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 758

　自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ △27

　自己株式の処分 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 404

　連結子会社増加に伴う増加高 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 104

　持分法適用会社増加に伴う
　減少高

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ △19

　その他（※４） ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ △53

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

△6,402 666 △758 △347 △6,843 ─ △6,136 △12,980

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

△6,402 666 △758 △347 △6,843 ─ △6,136 8,884

平成18年９月30日残高(百万円) 13,900 666 △7,129 △4,085 3,351 5 21,360 557,567

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当中間連結会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 58,967 61,474 433,383 △7,130 546,694

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 ─ ─ △4,115 ─ △4,115

　中間純利益 ─ ─ 14,444 ─ 14,444

　自己株式の取得 ─ ─ ─ △11 △11

　自己株式の処分 ─ 105 ─ 344 449

　連結子会社増加に伴う増加高 ─ ─ 42 ─ 42

　持分法適用会社増加に伴う
　減少高

─ ─ △305 ─ △305

　持分法適用会社除外に伴う
　減少高

─ ─ △104 ─ △104

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

─ 105 9,960 332 10,398

平成19年９月30日残高(百万円) 58,967 61,579 443,344 △6,798 557,093

　

　

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主
持分

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 15,336 818 △7,179 △909 8,065 0 22,285

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

△6,082 5 ─ 2,654 △3,422 ─ 306

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

△6,082 5 ─ 2,654 △3,422 ─ 306

平成19年９月30日残高(百万円) 9,253 823 △7,179 1,745 4,642 0 22,592
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前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 58,967 55,678 410,812 △14,472 510,985

当連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

　株式交換による変動額 ─ 5,540 ─ 6,661 12,201

　剰余金の配当(注) ─ ─ △4,051 ─ △4,051

　剰余金の配当 ─ ─ △4,112 ─ △4,112

　役員賞与(注) ─ ─ △464 ─ △464

　当期純利益 ─ ─ 30,688 ─ 30,688

　土地再評価差額金の取崩 ─ ─ 808 ─ 808

　自己株式の取得 ─ ─ ─ △41 △41

　自己株式の処分 ─ 255 ─ 722 977

　連結子会社増加に伴う減少高 ─ ─ △223 ─ △223

　持分法適用会社増加に伴う
  減少高

─ ─ △19 ─ △19

　その他（※4） ─ ─ △53 ─ △53

当連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

─ 5,796 22,571 7,341 35,709

平成19年３月31日残高(百万円) 58,967 61,474 433,383 △7,130 546,694

　

　

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主
持分

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 20,303 ─ △6,370 △3,737 10,195 5 27,496

当連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

　株主資本以外の項目の当連結
　会計年度中の変動額(純額)

△4,967 818 △808 2,828 △2,129 △5 △5,211

当連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△4,967 818 △808 2,828 △2,129 △5 △5,211

平成19年３月31日残高(百万円) 15,336 818 △7,179 △909 8,065 0 22,285

(注）連結財務諸表提出会社および一部の連結子会社の前事業年度に係る定時株主総会における利益処分項目であります。
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動による
キャッシュ・フロー

　 　 　 　

　１　税金等調整前
　　　中間(当期)純利益

　 26,946 26,348 60,712

　２　減価償却費 　 7,389 7,820 15,218

　３　減損損失 　 ─ 55 112

　４　のれん償却額 　 1,139 2,299 3,575

　５　貸倒引当金の増減額
　　　(減少：△)

　 287 721 575

　６　退職給付引当金の増減額
　　　(減少：△)

　 △ 251 △ 7,784 △ 3,211

　７　受取利息及び受取配当金 　 △ 1,323 △ 2,474 △ 2,277

　８　支払利息 　 1,172 1,245 2,339

　９　為替差損益(差益：△) 　 △ 104 △ 57 △ 308

　10　持分法による投資損益
　　　(投資利益：△)

　 △ 1,373 △ 3,850 △ 6,026

　11　売上債権の増減額
　　　(増加：△)

　 39,017 28,962 △ 4,487

　12　たな卸資産の増減額
　　　(増加：△)

　 29,716 11,981 29,291

　13　その他流動資産の増減額
　　　(増加：△)

　 10,521 △ 6,351 8,521

　14　仕入債務の増減額
　　　(減少：△)

　 △ 28,848 △ 22,063 2,080

　15　その他流動負債の増減額
　　　(減少：△)

　 △ 46,368 △ 9,317 △ 42,869

　16　その他 　 145 △ 1,400 4,250

　　　　小計 　 38,066 26,135 67,496

　17　利息及び配当金の受取額 　 3,453 7,266 4,779

　18　利息の支払額 　 △ 1,248 △ 1,266 △ 2,415

　19　法人税等の支払額 　 △ 17,802 △ 17,911 △ 27,898

　　　営業活動による
　　　キャッシュ・フロー

　 22,469 14,223 41,962
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前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動による
　　キャッシュ・フロー

　 　 　 　

　１　有価証券の取得
　　　による支出

　 △ 181 △1,133 △ 699

　２　有価証券の売却
　　　による収入

　 2,448 1,419 2,771

　３　有形固定資産の取得
　　　による支出

　 △ 1,233 △1,422 △ 2,643

　４　有形固定資産の売却
　　　による収入

　 1,883 38 2,130

　５　投資有価証券の取得
　　　による支出

　 △ 9,948 △2,493 △ 40,651

　６　投資有価証券の売却
　　　による収入

　 823 7,935 1,200

　７　ソフトウェアの取得
　　　による支出

　 △ 4,226 △3,255 △ 8,104

　８　貸付による支出 　 △ 361 △908 △ 864

　９　貸付金の回収による収入 　 211 540 383

　10  投資不動産の取得による
　　　支出

　 △ 4,430 ─ △ 4,445

　11　連結子会社株式の追加取得
　　  による支出

　 △ 250 △688 △ 2,591

　12　その他 　 379 109 1,509

　　　投資活動による
　　　キャッシュ・フロー

　 △ 14,886 140 △ 52,003
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前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ　財務活動による
　　キャッシュ・フロー

　 　 　 　

　１　短期借入金の増減額
　　　(減少：△)

　 △ 4,584 △1,192 △ 5,641

　２　コマーシャルペーパーの
　　　増減額（減少：△）

　 10,000 ─ ─

　３　長期借入による収入 　 192 12 27,223

　４　長期借入金の返済
　　　による支出

　 △ 20,273 △15,287 △ 23,839

　５　少数株主からの払込
　　　による収入

　 38 125 553

　６　自己株式取得による支出 　 △ 27 △11 △ 41

　７　自己株式売却による収入 　 404 474 977

　８　配当金の支払額 　 △ 4,051 △4,115 △ 8,163

　９　少数株主への配当金
　　　の支払額

　 △ 474 △422 △ 697

　10　その他 　 △ 47 △51 △ 150

　　　財務活動による
　　　キャッシュ・フロー

　 △ 18,824 △20,469 △ 9,779

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
　　換算差額

　 507 1,074 1,849

Ⅴ　現金及び現金同等物
　　の増減額(減少：△)

　 △ 10,733 △5,030 △ 17,971

Ⅵ　現金及び現金同等物の
　　期首残高

　 78,412 62,015 78,412

Ⅶ　新規連結に伴う現金及び
　　現金同等物の増加額

　 274 663 1,574

Ⅷ　現金及び現金同等物の
　　中間期末(期末)残高

※１ 67,953 57,648 62,015
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(5) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社

連結子会社は㈱電通東日

本、㈱電通西日本、㈱電通九

州、㈱電通北海道、㈱電通テ

ック、㈱アド電通大阪、㈱電

通ファシリティマネジメン

ト、㈱電通国際情報サービス

および電通ヤング・アンド・

ルビカム㈱他計117社でありま

す。

シンガタ総研㈱他計２社は

当中間連結会計期間において

新たに設立したため、Dentsu

Latin　America Propaganda

S/A他計４社については、重要

性が増加したため、それぞれ

当中間連結会計期間から連結

の範囲に含めております。

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社

連結子会社は㈱電通東日

本、㈱電通西日本、㈱電通九

州、㈱電通北海道、㈱電通テ

ック、㈱アド電通大阪、㈱電

通ファシリティマネジメン

ト、㈱電通国際情報サービス

および電通ヤング・アンド・

ルビカム㈱他計124社でありま

す。

㈱電通ダイレクトフォース

他計３社は当中間連結会計期

間において新たに設立したた

め、㈱横浜スーパー・ファク

トリー他計３社については、

重要性が増加したため、それ

ぞれ当中間連結会計期間から

連結の範囲に含めておりま

す。また、連結の範囲内で、

合併により㈱アド電通(名古

屋)他計２社が減少しました。

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社

連結子会社は㈱電通東日本

他計120社であります。

　シンガタ総研㈱他計５社は

当連結会計年度において設立

されたため、また、Dentsu　

InnovaK　Inc.他計６社につい

ては、重要性が増加したた

め、それぞれ当連結会計年度

から連結の範囲に含めており

ます。

　一方、㈱マーキュリー22他

計２社は、保有株式を売却し

たため、連結子会社から除外

し、売却時点までの損益計算

書およびキャッシュ・フロー

計算書のみ連結しておりま

す。

(2) 非連結子会社

主な非連結子会社

Dentsu InnovaK Inc.

北京東方日海広告有限公司

上海東派広告有限公司

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社の総資産、売

上高、中間純損益および利益

剰余金等のうち持分に見合う

額の合計は、連結総資産、連

結売上高、中間連結純損益お

よび連結利益剰余金等から考

えて、中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼさないため、

連結の範囲から除外しており

ます。

(2) 非連結子会社

主な非連結子会社

上海東派広告有限公司

　

　

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社の総資産、売

上高、中間純損益および利益

剰余金等のうち持分に見合う

額の合計は、連結総資産、連

結売上高、中間連結純損益お

よび連結利益剰余金等から考

えて、中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼさないため、

連結の範囲から除外しており

ます。

(2) 非連結子会社

主な非連結子会社

上海東派広告有限公司

　㈱横浜スーパー・ファクト

リー

連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社の総資産、売

上高、当期純損益および利益

剰余金等のうち持分に見合う

額の合計は、連結総資産、連

結売上高、連結純損益および

連結利益剰余金等から考え

て、連結財務諸表に重要な影

響を及ぼさないため、連結の

範囲から除外しております。
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前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

２　持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した会社

関連会社である㈱ビデオリ
サーチ他計28社に対して持分
法を適用しております。

㈱プレゼンキャストは当中
間連結会計期間において新た
に設立したため、㈱プラスモ
バイルコミュニケーションズ
他計６社は、重要性が増加し
たため、それぞれ当中間連結
会計期間から持分法適用会社
に加えております。

２　持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した会社

関連会社である㈱ビデオリ
サーチ他計30社に対して持分
法を適用しております。

㈱24-7 Search他計６社につ
いては、重要性が増加したた
め、当中間連結会計期間から
持分法適用会社に加えており
ます。
　一方、World  Sport  Group
Holdings Ltd.他計２社は、当
中間連結会計期間において保
有株式の一部を売却し、関連
会社でなくなったため、持分
法適用会社から除外しまし
た。
　また、新極現廣告股份有限
公司については、当中間連結
会計期間より連結の範囲に含
めているため、持分法適用会
社から除外されています。

２　持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した会社

非連結子会社である新極現
廣告股份有限公司は当連結会
計年度において設立されたた
め、当連結会計年度から持分
法を適用しております。
　また、関連会社である㈱ビ
デオリサーチ他計26社に対し
て持分法を適用しておりま
す。
　㈱プレゼントキャスト他計
３社は当連結会計年度におい
て 設 立 さ れ た た め 、 PDS
Media,Inc.他計６社について
は、重要性が増加したため、
それぞれ当連結会計年度から
持分法適用会社に加えており
ます。一方、㈱エヌ・ティ・
ティ・メディアスコープ他計
４社は、当連結会計年度にお
いて保有株式を売却したた
め、持分法適用会社から除外
しました。

(2) 持分法を適用しない非連結子会
社及び関連会社のうち主な会社の
名称

非連結子会社
Dentsu InnovaK Inc.
北京東方日海広告有限公司
上海東派広告有限公司

関連会社
㈱総合ビジョン
汐留アーバンエネルギー㈱
㈱テレパック

持分法を適用しない理由
持分法非適用会社は、それ

ぞれ中間連結純損益および連
結利益剰余金等に及ぼす影響
が軽微であり、かつ全体とし
ても重要な影響を及ぼしてい
ないため、持分法を適用して
おりません。

(2) 持分法を適用しない非連結子会
社及び関連会社のうち主な会社の
名称

非連結子会社
上海東派広告有限公司
　
　

関連会社
㈱総合ビジョン
汐留アーバンエネルギー㈱
㈱テレパック

持分法を適用しない理由
持分法非適用会社は、それ

ぞれ中間連結純損益および連
結利益剰余金等に及ぼす影響
が軽微であり、かつ全体とし
ても重要な影響を及ぼしてい
ないため、持分法を適用して
おりません。

(2) 持分法を適用しない非連結子会
社及び関連会社

主な非連結子会社
上海東派広告有限公司

　㈱横浜スーパー・ファクト
リー
主な関連会社

㈱総合ビジョン
　汐留アーバンエネルギー㈱
　㈱テレパック
持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、それ
ぞれ連結純損益および連結利
益剰余金等に及ぼす影響が軽
微であり、かつ全体としても
重要な影響を及ぼしていない
ため、持分法を適用しており
ません。
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前中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

３　連結子会社の中間決算日等に関
する事項

連結子会社のうち、電通ヤン
グ・アンド・ルビカム㈱、㈱電
通ワンダーマン、電通サドラ
ー・アンド・ヘネシー㈱、
Dentsu  Holdings  USA,  Inc.、
Dentsu Holdings Europe Ltd.、
台湾電通股份有限公司、Dentsu
(Thailand) Ltd.、北京電通広告
有限公司他計58社の中間決算日
は、６月30日または８月31日で
あります。中間連結財務諸表の
作成に当たっては、上海電通信
息服務有限公司を除き同決算日
現在の各社の中間会計期間にか
かる中間財務諸表を使用してお
ります。ただし、中間連結決算
日との間に発生した重要な取引
については、連結上必要な調整
を行っております。
　上海電通信息服務有限公司に
ついては、同社の中間決算日は
６月30日でありますが、中間連
結決算日現在で本決算に準じた
仮決算を行った中間財務諸表を
基礎としております。

３　連結子会社の中間決算日等に関
する事項

連結子会社のうち、電通ヤン
グ・アンド・ルビカム㈱、
Dentsu  Holdings  USA,  Inc.、
Dentsu Holdings Europe Ltd.、
台湾電通股份有限公司、Dentsu
(Thailand) Ltd.、北京電通広告
有限公司他計60社の中間決算日
は、６月30日または８月31日で
あります。中間連結財務諸表の
作成に当たっては、上海電通信
息服務有限公司を除き同決算日
現在の各社の中間会計期間にか
かる中間財務諸表を使用してお
ります。ただし、中間連結決算
日との間に発生した重要な取引
については、連結上必要な調整
を行っております。
　上海電通信息服務有限公司に
ついては、同社の中間決算日は
６月30日でありますが、中間連
結決算日現在で本決算に準じた
仮決算を行った中間財務諸表を
基礎としております。

３　連結子会社の事業年度に関する
事項

連結子会社のうち、電通ヤン
グ・アンド・ルビカム㈱他計59
社の決算日は、12月31日または
２月28日であります。連結財務
諸表の作成に当たっては、上海
電通信息服務有限公司を除き、
同決算日現在の財務諸表を使用
しております。ただし、連結決
算日との間に生じた重要な取引
については、連結上必要な調整
を行っております。
　上海電通信息服務有限公司に
ついては、同社の決算日は12月
31日でありますが、連結決算日
現在で本決算に準じた仮決算を
行った財務諸表を基礎としてお
ります。

なお、連結子会社である㈱ア
ド電通(名古屋)については、当
連結会計年度に決算日を12月31
日に変更しましたが、当連結会
計年度の連結財務諸表の作成に
おいては12ヵ月間(平成18年４月
１日から平成19年３月31日ま
で)の実績を反映しております。

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

ア　有価証券

ａ　満期保有目的の債券

償却原価法(利息法)

ｂ　その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定)

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

ア　有価証券

ａ　満期保有目的の債券

同左

ｂ　その他有価証券

時価のあるもの

同左

　

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

ア　有価証券

ａ　満期保有目的の債券

 同左

ｂ　その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定)

時価のないもの

主として移動平均

法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

ｃ　子会社株式及び関連会社

株式

移動平均法による原

価法(持分法を適用して

いるものは除く)

ｃ　子会社株式及び関連会社

株式

同左

ｃ　子会社株式及び関連会社

株式

同左
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前中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

イ　たな卸資産

　ａ　作品、仕掛品および貯蔵

品

　　　　主として個別法による

原価法

　ｂ　商品

　　　　主として総平均法によ

る原価法

イ　たな卸資産

　ａ　作品、仕掛品および貯蔵

品

同左

　

　ｂ　商品

同左

イ　たな卸資産

　ａ　作品、仕掛品および貯蔵

品

同左

　

      ｂ　商品
              同左

ウ　デリバティブ

時価法

ウ　デリバティブ

同左

ウ　デリバティブ

          　　同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

ア　有形固定資産

　　国内会社は定率法による減

価償却を実施しております。

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

を除く)については定額法によ

っております。

　　在外子会社は主として定額

法を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。

　　建物及び構築物　３～65年

　　器具　　  　　　２～20年

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

ア　有形固定資産

　　国内会社は定率法による減

価償却を実施しております。

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

を除く)については定額法によ

っております。

　　在外子会社は主として定額

法を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。

　　建物及び構築物　３～65年

　　器具　　  　　　２～20年

(会計処理の変更)

　　国内会社は、法人税法の改

正((所得税法等の一部を改正

する法律　平成19年３月30日

　法律第６号)および(法人税

法施行令の一部を改正する政

令　平成19年３月30日　政令

第83号))に伴い、当中間連結

会計期間から、平成19年４月

１日以降に取得したものにつ

いては、改正後の法人税法に

基づく方法に変更しておりま

す。

　この変更に伴う損益に与え

る影響およびセグメント情報

に与える影響は軽微でありま

す。

(追加情報)

　　国内会社(決算日が12月31日

または２月29日である会社を

除く)は、当中間連結会計期間

から、平成19年３月31日以前

に取得したものについては、

償却可能限度額まで償却が終

了した翌年度から５年間で均

等償却する方法によっており

ます。

　この変更に伴う損益への影

響およびセグメント情報に与

える影響は軽微であります。

　(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

ア　有形固定資産

    国内会社は定率法による減

価償却を実施しております。

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

を除く)については定額法によ

っております。

　　在外子会社は主として定額

法を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。

　　建物及び構築物　３～65年

　　器具　　  　　　２～20年
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前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

イ　無形固定資産

　　定額法によっております。

なお、自社利用目的のソフ

トウェアについては社内にお

ける利用可能期間(主として５

年)に基づく定額法、市場販売

目的のソフトウェアについて

は見込販売収益(数量)または

見込有効期間(３年以内)によ

る定額法によっております。

イ　無形固定資産

同左

　　

イ　無形固定資産

同左

　

　

(3) 重要な繰延資産の処理方法

ア　株式交付費

支出時に全額費用として

処理しております。

─────
　

　

　(3) 重要な繰延資産の処理方法

ア　株式交付費

　支出時に全額費用として

処理しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

ア　貸倒引当金

 営業債権等の貸倒れによ

る損失に備えるため、国内

会社は、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を

計上しております。

在外子会社は債権の状況

判断に基づき必要と認めら

れる金額を計上しておりま

す。

(4) 重要な引当金の計上基準

ア　貸倒引当金

　　同左

　

(4) 重要な引当金の計上基準

ア　貸倒引当金

　　同左

　

イ　投資損失引当金

市場価格のない有価証券

等に対し、将来発生する可

能性のある損失に備えるた

め、必要と認められる額を

計上しております。

イ　投資損失引当金

　　同左

イ　投資損失引当金

　　　　　　　同左

ウ　返品調整引当金

商品の返品による損失に

備えるため、過去の返品率

に基づいた損失見込額を計

上しております。

　　ウ　返品調整引当金

　　　　　　　同左

　

　　ウ　返品調整引当金

　　　　　　　同左

　

エ　債務保証損失引当金

将来の債務保証等に係る

損失に備えるため、被保証

先の財政状態等を勘案し、

損失負担見込額を計上して

おります。

エ　債務保証損失引当金

　　同左

　

　

エ　債務保証損失引当金

　　同左

　
　

　

───── オ　事業再編損失引当金

一部の事業の再編に伴い

発生することが見込まれる

損失に備えるため、当該損

失見込額を計上しておりま

す。

─────
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前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

カ　役員賞与引当金

役員賞与の支出に備える

ため、当連結会計年度にお

ける支給見込額に基づき、

当中間連結会計期間負担額

を計上しております。

　 （会計処理の変更）

当中間連結会計期間から

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準委員会

　平成17年11月29日　企業

会計基準第４号）を適用し

ております。

これにより営業利益、経

常利益および税金等調整前

中間純利益は257百万円減少

しております。　

なお、セグメント情報に

与える影響は、（セグメン

ト情報）に記載しておりま

す。

カ　役員賞与引当金

役員賞与の支出に備える

ため、当連結会計年度にお

ける支給見込額に基づき、

当中間連結会計期間負担額

を計上しております。

　
　

カ　役員賞与引当金

役員賞与の支出に備える

ため、支給見込額に基づき

計上しております。

(会計処理の変更）

　当連結会計年度から「役

員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準委員会　平成

17年11月29日　企業会計基

準第４号)を適用しておりま

す。

　これにより営業利益、経

常利益、税金等調整前当期

純利益が520百万円減少して

おります。

　なお、セグメント情報に

与える影響は、(セグメント

情報)に記載しております。

─────
　

キ　受注損失引当金

　顧客より受注済みの情報

サービス事業における案件

のうち、当該受注契約の履

行に伴い、当中間連結会計

期間後に損失の発生が見込

まれ、かつ、当該損失を合

理的に見積もることが可能

なものについては、将来の

損失に備えるため当中間連

結会計期間後に発生が見込

まれる損失額を計上してお

ります。

キ　受注損失引当金

顧客より受注済みの情報

サービス事業における案件

のうち、当該受注契約の履

行に伴い、翌連結会計年度

以降に損失の発生が見込ま

れ、かつ、当該損失を合理

的に見積もることが可能な

ものについては、将来の損

失に備えるため翌連結会計

年度以降に発生が見込まれ

る損失額を計上しておりま

す。

ク　退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。

過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10

年～20年)による定額法によ

り費用処理しております。

数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５年

～20年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用

処理することとしておりま

す。

ク　退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。

過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(15

年～18年)による定額法によ

り費用処理しております。

数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10.6

年～18年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費

用処理することとしており

ます。

ク　退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき

計上しております。

過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10

年～18年)による定額法によ

り費用処理しております。

数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５年

～18年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用

処理することとしておりま

す。
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前中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

ケ　役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金の支出

　　に備えるため、内規に基づ

　　く中間期末要支給額を計上

　　しております。

ケ　役員退職慰労引当金

　　　　　同左

ケ　役員退職慰労引当金
　　　役員の退職慰労金の支出

　　に備えるため、内規に基づ

　　く期末要支給額を計上して

　　おります。

(5) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるもの
以外のファインンス・リース
取引については、主として通
常の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によっており
ます。

(5) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法
中間連結財務諸表提出会社

ならびに一部の連結子会社
は、ヘッジ会計を適用してお
ります。ヘッジ会計の方法等
は以下のとおりであります。

(6) 重要なヘッジ会計の方法
中間連結財務諸表提出会社

ならびに一部の連結子会社
は、ヘッジ会計を適用してお
ります。ヘッジ会計の方法等
は以下のとおりであります。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

連結財務諸表提出会社なら
びに一部の連結子会社は、ヘ
ッジ会計を適用しておりま
す。ヘッジ会計の方法等は以
下のとおりであります。

ア　ヘッジ会計の方法
主として繰延ヘッジ処理を

行っております。

ア　ヘッジ会計の方法
主として繰延ヘッジ処理を

行っております。なお、金利
スワップについて特例処理の
要件を充たしている場合には
特例処理を採用しておりま
す。

ア　ヘッジ会計の方法

同左

　

イ　ヘッジ手段とヘッジ対象
ａ　ヘッジ手段

為替予約取引および通貨
オプション取引

ｂ　ヘッジ対象
外貨建債権債務および外

貨建予定取引

イ　ヘッジ手段とヘッジ対象
①ａ　ヘッジ手段

為替予約取引
　ｂ　ヘッジ対象

外貨建債権債務および
外貨建予定取引

イ　ヘッジ手段とヘッジ対象
①ａ　ヘッジ手段

為替予約取引および通
貨オプション取引

　ｂ　ヘッジ対象
外貨建債権債務および

外貨建予定取引
　 ②ａ　ヘッジ手段

　金利スワップ
　ｂ　ヘッジ対象

　借入金に係る利息

②ａ　ヘッジ手段
　金利スワップ

　ｂ　ヘッジ対象
　借入金に係る利息

ウ　ヘッジ方針
為替予約取引及び通貨オプ

ション取引については、実需
の範囲内に限定し、外貨建取
引に係る為替変動リスクの回
避を目的としてヘッジを行っ
ており、売買益を目的とした
投機的な取引は実施しないこ
ととしております。

ウ　ヘッジ方針
為替予約取引および金利ス

ワップ取引は、実需の範囲内
に限定し、外貨建取引に係る
為替変動リスクおよび借入金
に係る金利変動リスクの回避
を目的としてヘッジを行って
おります。また、売買益を目
的とした投機的な取引は実施
しないこととしております。

ウ　ヘッジ方針

為替予約取引、通貨オプシ

ョン取引および金利スワップ

取引は、実需の範囲内に限定

し、外貨建取引に係る為替変

動リスクおよび借入金に係る

金利変動リスクの回避を目的

としてヘッジを行っておりま

す。また、売買益を目的とし

た投機的な取引は実施しない

こととしております。
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前中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

エ　ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象に

関する重要な条件が同一であ
り、ヘッジ期間を通じてキャ
ッシュ・フローの変動リスク
を回避していると想定するこ
とができるため、ヘッジの有
効性の評価は省略しておりま
す。

なお、㈱電通国際情報サー
ビスは、外貨建予定取引につ
いて、過去の取引実績および
今後の取引の実行可能性を総
合的に勘案し、ヘッジ対象と
しての適格性を検討すること
により、有効性の評価を実施
しております。

エ　ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象に

関する重要な条件が同一であ
り、ヘッジ期間を通じてキャ
ッシュ・フローの変動リスク
を回避していると想定するこ
とができるため、ヘッジの有
効性の評価は省略しておりま
す。

なお、一部の連結子会社
は、外貨建予定取引につい
て、過去の取引実績および今
後の取引の実行可能性を総合
的に勘案し、ヘッジ対象とし
ての適格性を検討することに
より、有効性の評価を実施し
ております。

また、特例処理によってい
る金利スワップ取引について
は、ヘッジの有効性の評価は
省略しております。

エ　ヘッジの有効性評価の方法

同左

(7) 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜

方式を採用しております。

(7) 消費税等の会計処理
同左

(7) 消費税等の会計処理
同左

５　中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び容
易に換金可能であり、かつ、価
値の変動について僅少なリスク
しか負わない取得日から３ヶ月
以内に償還期限の到来する短期
投資からなっております。

５　中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲

同左

５　連結キャッシュ・フロー計算書
における資金の範囲

同左
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

(会計処理の変更)

前中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
  至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
  至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

　　　　　 ───── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等)

当中間連結会計期間から、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準委員会　平

成17年12月９日　企業会計基準第５

号)および「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会　平成17年

12月９日　企業会計基準適用指針第

８号)を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、535,535百万円でありま

す。

　なお、中間連結財務諸表規則の改

正に伴い、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産の

部については、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しております。

　 当連結会計年度から、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会　平成

17年12月９日　企業会計基準第５号）

および「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会　平成17年12

月９日　企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、553,941百万円でありま

す。

　なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴い、

改正後の連結財務諸表規則により作

成しております。

（企業結合に係る会計基準等）

当中間連結会計期間から「企業結

合に係る会計基準」（企業会計審議

会　平成15年10月31日）および「事

業分離等に関する会計基準」（企業

会計基準委員会　平成17年12月27日

　企業会計基準第7号）ならびに「企

業結合会計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」（企業会計

基準委員会　平成17年12月27日　企

業会計基準適用指針第10号）を適用

しております。

         ───── （企業結合に係る会計基準等)

当連結会計年度から「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会　

平成15年10月31日）および「事業分

離等に関する会計基準」（企業会計

基準委員会　平成17年12月27日　企

業会計基準第7号）ならびに「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準

に関する適用指針」（企業会計基準

委員会　平成18年12月22日　企業会

計基準適用指針第10号）を適用して

おります。
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(表示方法の変更)

前中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

(中間連結貸借対照表)

１　前中間連結会計期間において、連結調整勘定として

掲記されていたもの、および、無形固定資産のその他

に含まれていた営業権(前中間連結会計期間1,610百万

円)については、中間連結財務諸表規則の改正により、

当中間連結会計期間からのれんとして表示しておりま

す。

（中間連結貸借対照表）

１　前中間連結会計期間において、「現金及び預金」と

して表示しておりました譲渡性預金（前中間連結会計

期間　8,500百万）については、「金融商品会計に関す

る実務指針」の改正（日本公認会計士協会　平成19年

７月４日　会計制度委員会報告第14号）および「中間

連結財務諸表規則ガイドライン」の改正にともない、

当中間連結会計期間から「有価証券」として表示して

おります。

    当中間連結会計期間において有価証券に含まれる譲

渡性預金の残高は、7,000百万円であります。

(中間連結損益計算書）

１　前中間連結会計期間において区分掲記しておりまし

た関係会社株式持分変動益については、金額の重要性

が低下したため、特別利益のその他に含めて表示して

おります。当中間連結会計期間において特別利益のそ

の他に含まれている関係会社株式持分変動益は15百万

円です。

─────

２ 前中間連結会計期間において、連結調整勘定償却額と

して掲記されていたものは、中間連結財務諸表規則の

改正により、当中間連結会計期間からのれん償却額と

して表示しております。

　

(中間連結キャッシュ・フロー計算書)

１　前中間連結会計期間において、連結調整勘定償却額

として掲記されていたものは、中間連結財務諸表規則

の改正により、当中間連結会計期間からのれん償却額

として表示しております。

─────
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(6) 中間連結財務諸表に関する注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

　
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

71,760百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

78,589百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

74,966百万円

※２　担保資産

　現金及び預金のうち、49百万

円は媒体保証787百万円の担保に

供し、10百万円は官報にかかわ

る取引保証のため担保に供して

おります。

　有形固定資産その他(車両等)

のうち４百万円は長期借入金５

百万円および短期借入金４百万

円の担保に供しております。

　また、投資有価証券のうち、

５百万円は取引保証のため担保

に供し、１百万円および有価証

券０百万円は媒体保証２百万円

の担保に供しております。

※２　担保資産

　現金及び預金のうち、49百万

円は媒体保証1,270百万円の担保

に供し、10百万円は官報にかか

わる取引保証のため担保に供し

ております。

　有形固定資産その他(車両)の

うち18百万円は長期借入金11百

万円および短期借入金６百万円

の担保に供しております。

　また、投資有価証券のうち、

５百万円は取引保証のため担保

に供し、１百万円は媒体保証６

百万円の担保に供しておりま

す。

　

※２　担保資産

　現金及び預金のうち、49百万

円は媒体保証321百万円の担保に

供し、10百万円は官報にかかわ

る取引保証のため担保に供して

おります。

　有形固定資産その他(車両)の

うち３百万円は長期借入金４百

万円および１年内返済予定長期

借入金２百万円の担保に供して

おります。

　また、投資有価証券のうち、

５百万円は取引保証のため担保

に供し、１百万円は媒体保証３

百万円の担保に供しておりま

す。

３　偶発債務

(1) 従業員住宅資金等融資制度

による保証債務が4,239百万円

あります。

３　偶発債務

(1) 従業員住宅資金等融資制度

による保証債務が3,424百万円

あります。

３　偶発債務

(1) 従業員住宅資金等融資制度

による保証債務が3,870百万円

あります。

　　(2) 下記会社の銀行借入等に対

して債務保証を行っておりま

す。
　
㈱エレクトロニック・ライブラリー

　 264百万円
　
㈱ケーブルテレビジョン東京

　 29百万円
　
Phoenix Communications Inc.

(韓国)

　(KRW 40,000,000千) 5,012百万円
　
PDS Media, INC.(韓国)

　(KRW 9,000,000千) 1,127百万円
　
Dentsu InnovaK Inc.(韓国)

　(KRW 13,000,000千) 1,628百万円
　
上海東派広告有限公司

　 　 2,410百万円
　
PT.Dentsu Indonesia

　(IDR 30,000,000千) 387百万円

Football Media Services

Pte.Ltd.(シンガポール)

 (USD 　4,857千) 572百万円

㈱フロンテッジ 167百万円

㈱デジタルエッグ 612百万円

計 　 12,212百万円
　　

　　(2) 下記会社の銀行借入等に対

して債務保証を行っておりま

す。
　
㈱エレクトロニック・ライブラリー

　 264百万円
　
㈱ケーブルテレビジョン東京

　 29百万円
　
Phoenix Communications Inc.

(韓国)

　(KRW 40,000,000千) 5,032百万円
　
PDS Media, INC.(韓国)

　(KRW 9,000,000千) 1,132百万円
　
上海東派広告有限公司

　 　 1,250百万円
　
Dentsu Marcom Middle East

FZ LLC(アラブ首長国連邦)

　(AED 800千) 25百万円

PT.Dentsu Indonesia

　(IDR 30,000,000千) 381百万円

㈱フロンテッジ 167百万円

㈱デジタルエッグ 555百万円

計 　 8,837百万円
　

　　(2) 下記会社の銀行借入等に対

して債務保証を行っておりま

す。

㈱エレクトロニック・ライブラリー

　 264百万円
　
㈱ケーブルテレビジョン東京

　 29百万円
　
Phoenix Communications Inc.

(韓国)

(KRW 40,000,000千) 5,024百万円
　
PDS Media,INC.(韓国)

　(KRW 9,000,000千) 1,130百万円
　
Football Media Services

Pte.LTD.(シンガポール)

　(USD 4,857千) 573百万円
　
上海東派広告有限公司

　 　 1,649百万円
　
PT.Dentsu Indonesia

(IDR 30,000,000千) 390百万円

㈱フロンテッジ 167百万円

㈱デジタルエッグ 591百万円
　
計 　 9,819百万円
　

　４　受取手形　割引高

13百万円

　　　受取手形　裏書譲渡高

3百万円

　４　受取手形　割引高

10百万円

　

　

　４　受取手形　割引高

40百万円

　　　受取手形　裏書譲渡高
7百万円
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前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

※５ 中間連結会計期間末日満期手形

　当中間連結会計期間の末日は

金融機関の休日でしたが、満期

日に決済が行われたものとして

処理しております。中間連結会

計期間末日満期手形の金額は次

のとおりであります。

   受取手形　　　   5,487百万円

 支払手形　 　　　1,752百万円

※５ 中間連結会計期間末日満期手形

　当中間連結会計期間の末日は

金融機関の休日でしたが、満期

日に決済が行われたものとして

処理しております。中間連結会

計期間末日満期手形の金額は次

のとおりであります。

   受取手形　　　   3,892百万円

 支払手形　 　　　1,520百万円

※５　期末日満期手形

　当連結会計年度の末日は金融

機関の休日でしたが、満期日に

決済が行われたものとして処理

しております。期末日満期手形

の金額は次のとおりでありま

す。

   受取手形　　　   4,524百万円

 支払手形　 　　　1,932百万円
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(中間連結損益計算書関係)

　
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

※１　土地の売却益512百万円他であ

ります。

※１　車両の売却益16百万円他であ

ります。

※１　土地の売却益624百万円他であ

ります。

※２　建物の売却損89百万円他であ

ります。

※２　器具の売却損５百万円他であ

ります。

※２　建物の売却損91百万円他であ

ります。

※３　建物の除却損53百万円および

器具の除却損24百万円他であり

ます。

※３　ソフトウェアの除却損99百万

円他であります。

※３　建物の除却損199百万円および

ソフトウェアの除却損34百万円

他であります。

           ───── ※４　減損損失

　　  当中間連結会計期間において、

以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。

用途 種類 場所

事業用資産
器具および
ソフトウェア

アメリカ合衆国　
カリフォルニア州

事業用資産のれん
イタリア
ローマ

　

※４　減損損失

　　　当連結会計年度において、以

下の資産グループについて減損

損失を計上しました。

用途 種類 場所

事業用資産 建物他
北海道

札幌市

事業用資産
建物・器具

のれん他
台湾　台北

事業用資産 のれん
イギリス

ロンドン

　

　

(1)資産のグルーピングの方法

　　　資産のグルーピングは、事業

の種類別セグメントを基礎に行

っております。ただし、賃貸用

資産および遊休資産について

は、個別の物件ごとにグルーピ

ングしております。

　(1)資産のグルーピングの方法

　　　資産のグルーピングは、事業

の種類別セグメントを基礎に行

っております。ただし、賃貸用

資産および遊休資産について

は、個別の物件ごとにグルーピ

ングしております。

　 (2)減損損失の認識に至った経緯

　　　収益性の低下および事業所の

整理決定等により、上記資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上し

ており、内訳は次のとおりで

す。

その他有形固定
資産(器具等)

７百万円

のれん 21百万円

その他無形固定
資産
(ソフトウェア)

26百万円

計 55百万円

　(2)減損損失の認識に至った経緯

　　　収益性の低下および事業所の

整理決定等により、上記資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上し

ており、内訳は次のとおりで

す。

建物及び構築物 8百万円

その他有形固定
資産(器具等)

10百万円

のれん 93百万円

その他 0百万円

計 112百万円

　 (3)回収可能価額の算定方法

　　　回収可能価額は零として減損

損失を測定しております。

　(3)回収可能価額の算定方法

　　　回収可能価額は零として減損

損失を測定しております。
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前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

　　　　　　───── ※５　一部の事業の再編決定に伴う

損失であり、内訳は次のとおり

です。

返品調整引当金
繰入額

481百万円

たな卸資産
評価損

759百万円

その他 136百万円

計 1,377百万円

　　　     ─────

※６　特別早期退職制度の実施に伴

う加算退職金等であります。

※６　特別早期退職制度の実施に伴

う加算退職金等であります。

※６　特別早期退職制度の実施に伴

う加算退職金等であります。

　　　　　　───── ※７　のれん償却額

　　　「連結財務諸表における資本

連結手続に関する実務指針」

(日本公認会計士協会　平成19年

３月29日　会計制度委員会報告

第７号)第32項の規定に基づき、

のれんを償却したものでありま

す。

※７　のれん償却額

　　　「連結財務諸表における資本

連結手続に関する実務指針」

(日本公認会計士協会　平成19年

３月29日　会計制度委員会報告

第７号)第32項の規定に基づき、

のれんを償却したものでありま

す。
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末

株式数
(株)

当中間連結会計期間
増加株式数

(株)

当中間連結会計期間
減少株式数

(株)

当中間連結会計
期間末株式数

(株)

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 2,781,840 ― ― 2,781,840

合　計 2,781,840 ― ― 2,781,840

自己株式 　 　 　 　

普通株式 81,041.28 76.14 40,859.37 40,258.05

合　計 81,041.28 76.14 40,859.37 40,258.05
　

　

(変動事由の概要)

自己株式の増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　端株の買取りによる増加　　　　　　　　　　76.14株

自己株式の減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　株式交換による減少　　　　　　　　　　39,235.40株

　ストックオプション行使による減少 　　　1,620.00株

　
２　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間
末残高
(百万円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当中間連結
会計期間末

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　 　

㈱インビジブルハンド ― ― ― ― ― ― 5

合計 ― ― ― ― 5

　
３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 4,051 1,500 平成18年３月31日 平成18年６月30日

　
(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となる

もの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 4,112 1,500 平成18年９月30日 平成18年12月11日

　
※４ 台湾電通股份有限公司他計３社の利益処分による配当決議に伴う従業員賞与であります。　
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当中間連結会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末

株式数
(株)

当中間連結会計期間
増加株式数

(株)

当中間連結会計期間
減少株式数

(株)

当中間連結会計
期間末株式数

(株)

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 2,781,840 ― ― 2,781,840

合　計 2,781,840 ― ― 2,781,840

自己株式 　 　 　 　

普通株式 38,056.69 34.20 1,845.99 36,244.90

合　計 38,056.69 34.20 1,845.99 36,244.90
　

　

(変動事由の概要)

自己株式の減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　ストックオプション行使による減少 　　　1,844.00株

　
２　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間
末残高
(百万円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当中間連結
会計期間末

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　 　

㈱クライテリア・コミュニケーションズ ― ― ― ― ― ― 0

合計 ― ― ― ― 0

　
３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 4,115 1,500 平成19年３月31日 平成19年６月29日

　
(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となる

もの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月９日
取締役会

普通株式 利益剰余金 4,804 1,750 平成19年９月30日 平成19年12月10日
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前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末

株式数
(株)

当連結会計年度
増加株式数

(株)

当連結会計年度
減少株式数

(株)

当連結会計年度末
株式数
(株)

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 2,781,840 ― ― 2,781,840

合　計 2,781,840 ― ― 2,781,840

自己株式 　 　 　 　

普通株式 81,041.28 118.67 43,103.26 38,056.69

合　計 81,041.28 118.67 43,103.26 38,056.69
　

　

(変動事由の概要)

自己株式の増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　端株の買取による増加　　　　　　　　　 118.67株

自己株式の減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　株式交換による減少　　　　　　　　　39,235.40株

　ストックオプション行使による減少　　 3,856.00株

　

２　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結
会計年度末

残高
(百万円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結

会計年度末

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　 　

㈱クライテリア・コミュニケーションズ ― ― ― ― ― ― 0

合計 ― ― ― ― 0

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 4,051 1,500 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月14日
取締役会

普通株式 4,112 1,500 平成18年９月30日 平成18年12月11日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 4,115 1,500 平成19年３月31日 平成19年６月29日

　
※４ 台湾電通股份有限公司他計３社の利益処分による配当決議に伴う従業員賞与であります。　
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

※１　現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

※１　現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預
金勘定

71,403百万円

預入期間が
３ヶ月を超
える定期預
金及び譲渡
性預金

△3,450百万円

現金及び
現金同等物

67,953百万円

　

現金及び預
金勘定

54,435百万円

預入期間が
３ヶ月を超
える定期預
金

△3,786百万円

取得日から
３ヶ月以内
に償還期限
の到来する
短 期 投 資
(有価証券)

7,000百万円

現金及び
現金同等物

57,648百万円

　

現金及び預
金勘定

65,943百万円

預入期間が
３か月を超
える定期預
金及び譲渡
性預金

△3,927百万円

現金及び
現金同等物

62,015百万円
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(セグメント情報)

１　事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　
広告業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

990,072 44,971 1,035,043 － 1,035,043

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

707 15,625 16,333 (16,333) －

計 990,780 60,596 1,051,377 (16,333) 1,035,043

営業費用 964,388 61,070 1,025,459 (17,560) 1,007,899

営業利益(△は営業損失) 26,391 △474 25,917 1,227 27,144

(注) １　事業区分の方法
日本標準産業分類をベースに、経営の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、事業を区分しております。

２　各事業区分の内容
広告業　　　：新聞、雑誌、ラジオ、テレビ、インターネット、セールスプロモーション、映画、屋外、

交通、その他すべての広告業務取扱いおよび広告表現に関する企画、制作ならびにマー
ケティング、PR、コンテンツサービス等のサービス活動の一切。

その他の事業：情報サービス、情報関連商品販売、映像・音楽・その他の複製物の制作・製造・販売、
事務所賃貸、ビルサービス、受託計算業務等。

３　会計処理の変更

　　（役員賞与に関する会計基準）

　　　当中間連結会計期間から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業

会計基準第４号）を適用しております。これにより広告業おいて営業利益が257百万円減少しております。

　

当中間連結会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

　

　
広告業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

949,952 47,407 997,360 ― 997,360

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

885 14,228 15,113 (15,113) ―

計 950,837 61,635 1,012,473 (15,113) 997,360

営業費用 928,768 61,829 990,598 (16,675) 973,923

営業利益(△は営業損失) 22,069 △193 21,875 1,561 23,437

(注) １　事業区分の方法
日本標準産業分類をベースに、経営の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、事業を区分しております。

２　各事業区分の内容
広告業　　　：新聞、雑誌、ラジオ、テレビ、インターネット、セールスプロモーション、映画、屋外、

交通、その他すべての広告業務取扱いおよび広告表現に関する企画、制作ならびにマー
ケティング、PR、コンテンツサービス等のサービス活動の一切。

その他の事業：情報サービス、情報関連商品販売、映像・音楽・その他の複製物の制作・製造・販売、
事務所賃貸、ビルサービス、人材派遣、受託計算業務等。
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前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

　
広告業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　　売上高 　 　 　 　 　

　ａ　外部顧客に対する売上高 1,997,277 96,699 2,093,976 ― 2,093,976

　ｂ　セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,390 31,682 33,073 (33,073) ―

計 1,998,668 128,381 2,127,049 (33,073) 2,093,976

　　営業費用 1,941,434 124,900 2,066,335 (35,193) 2,031,141

　　営業利益 57,233 3,480 60,714 2,120 62,834

(注) １　事業区分の方法

日本標準産業分類をベースに、経営の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、事業を区分しております。

２　各事業区分の内容

広告業　　　：新聞、雑誌、ラジオ、テレビ、インターネット、セールスプロモーション、映画、屋外、交

通、その他すべての広告業務取扱いおよび広告表現に関する企画、制作ならびにマーケティ

ング、PR、コンテンツサービス等のサービス活動の一切。

その他の事業：情報サービス、情報関連商品販売、映像・音楽・その他の複製物の制作・製造・販売、事務所

賃貸、ビルサービス、人材派遣、受託計算業務等。

３　会計処理の変更

（役員賞与に関する会計基準）

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４号）を適用しております。これ

により広告業において営業利益が520百万円減少しております。
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２　所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)
　

　
日本

(百万円)
海外

(百万円)
計

(百万円)
消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 915,882 119,161 1,035,043 － 1,035,043

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

481 4,603 5,084 (5,084) －

計 916,363 123,764 1,040,128 (5,084) 1,035,043

営業費用 893,524 120,137 1,013,662 (5,763) 1,007,899

営業利益 22,838 3,626 26,465 679 27,144

(注) １　日本以外の区分に属する主な国又は地域
   海外…　米国、中国、ドイツ

     ２　会計処理の変更
　 （役員賞与に関する会計基準）
　　　当中間連結会計期間から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業

会計基準第４号）を適用しております。これにより日本において営業利益が257百万円減少しております。
　

当中間連結会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)
　

　
日本

(百万円)
海外

(百万円)
計

(百万円)
消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 913,879 83,480 997,360 ― 997,360

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

609 4,357 4,967 (4,967) ―

計 914,489 87,838 1,002,327 (4,967) 997,360

営業費用 890,054 88,867 978,922 (4,999) 973,923

営業利益(△は営業損失) 24,434 △1,029 23,404 32 23,437

(注)　日本以外の区分に属する主な国又は地域
海外…　米国、中国
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前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)
　

　
日本

(百万円)
海外

(百万円)
計

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　　売上高 　 　 　 　 　

　ａ　外部顧客に
　　　対する売上高

1,887,629 206,347 2,093,976 ― 2,093,976

　ｂ　セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,550 11,485 13,036 (13,036) ―

計 1,889,179 217,832 2,107,012 (13,036) 2,093,976

　　営業費用 1,831,694 213,056 2,044,750 (13,608) 2,031,141

　　営業利益 57,485 4,776 62,262 572 62,834

(注)　１　日本以外の区分に属する主な国又は地域

　　海外 … 米国、中国、ドイツ

２　会計処理の変更

（役員賞与に関する会計基準）

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４号）を適用しております。これ

により日本において営業利益が520百万円減少しております。
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３　海外売上高

前中間連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

Ⅰ　海外売上高 122,590百万円

Ⅱ　連結売上高 1,035,043百万円

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合 11.8％

(注) １　各区分に属する主な国又は地域

海外…米国、中国、ドイツ

２　海外売上高は、中間連結財務諸表提出会社および連結子会社の日本以外の国又は地域における売上高

であります。

　

当中間連結会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

Ⅰ　海外売上高 86,192百万円

Ⅱ　連結売上高 997,360百万円

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合 8.6％

(注) １　各区分に属する主な国又は地域

海外…米国、中国

２　海外売上高は、中間連結財務諸表提出会社および連結子会社の日本以外の国又は地域における売上高

であります。

　

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

Ⅰ　海外売上高 211,896百万円

Ⅱ　連結売上高 2,093,976百万円

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合 10.1％

(注) １　各区分に属する主な国又は地域

海外…米国、中国、ドイツ

２　海外売上高は、連結財務諸表提出会社および連結子会社の日本以外の国又は地域における売上高であ

ります。
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(１株当たり情報)

前中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 195,581.06円 １株当たり純資産額 204,595.42円 １株当たり純資産額 202,188.02円

１株当たり中間純利益 4,747.18円 １株当たり中間純利益 5,261.94円 １株当たり当期純利益 11,193.17円

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

4,643.51円
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

5,084.00円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

10,878.56円

(注)　１株当たり中間(当期)純利益および潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎

項目
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 13,011 14,444 30,688

普通株式に係る中間(当期)
純利益(百万円)

13,011 14,444 30,688

普通株主に帰属しない金額の主
要な内訳(百万円)

　 　 　

　 ― ― ―

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ― ―

普通株式の期中平均株式数
(千株)

2,740 2,745 2,741

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益の算定に用いられ
た中間(当期)純利益調整額の主
要な内訳(百万円)

　 　 　

子会社の新株予約権 0 0 1

関連会社の新株予約権及び
新株予約権付社債

269 481 831

中間(当期)純利益調整額
(百万円)

269 481 833

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益の算定に用いられ
た普通株式増加数の主要な内訳
(千株)

　 　 　

自己株式取得方式によるスト
ックオプション

0 0 0

新株予約権 2 1 1

普通株式増加数(千株) 3 1 2

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益の算定に含まれな
かった潜在株式の概要

――― ――― ―――

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
　　

（開示の省略）

　リース取引、デリバティブ取引、ストック・オプション等、有価証券、企業結合等に関する注記
事項については、中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略
しております。
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5. 中間財務諸表
(1) 中間貸借対照表

　 　
前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 ※２ 　 36,246 　 　 20,034 　 　 30,460 　

　２　受取手形 ※７ 　 23,436 　 　 21,788 　 　 24,585 　

　３　売掛金 　 　 365,176 　 　 379,906 　 　 403,513 　

　４　有価証券 　 　 199 　 　 7,164 　 　 150 　

　５　たな卸資産 　 　 17,069 　 　 6,775 　 　 22,015 　

　６　その他 　 　 60,914 　 　 62,400 　 　 70,030 　

　　　貸倒引当金 　 　 △861 　 　 △2,480 　 　 △797 　

　　　　流動資産合計 　 　 502,179 47.3 　 495,589 45.9 　 549,959 48.4

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 　 　 77,203 　 　 73,209 　 　 75,233 　

　　(2) 土地 　 　 152,954 　 　 152,867 　 　 152,867 　

　　(3) その他 　 　 5,540 　 　 4,996 　 　 5,228 　

　　　　有形固定資産
　　　　合計

　 　 235,698 22.2 　 231,074 21.4 　 233,330 20.6

　２　無形固定資産 　 　 23,635 2.2 　 22,826 2.1 　 24,214 2.1

　３　投資その他の
　　　資産

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券
※２
※３

　 78,797 　 　 88,153 　 　 107,104 　

　　(2) 関係会社株式 ※３ 　 190,407 　 　 188,596 　 　 190,893 　

　　(3) その他 　 　 33,057 　 　 54,278 　 　 31,722 　

　　　　貸倒引当金 　 　 △595 　 　 △485 　 　 △479 　

　　　　投資損失
　　　　引当金

　 　 △557 　 　 △762 　 　 △939 　

　　　　投資その他の
　　　　資産合計

　 　 301,109 28.3 　 329,779 30.6 　 328,301 28.9

　　　　固定資産合計 　 　 560,443 52.7 　 583,680 54.1 　 585,846 51.6

　　　資産合計 　 　 1,062,623 100.0 　 1,079,269 100.0 　 1,135,805 100.0
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前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 ※７ 　 44,149 　 　 42,992 　 　 42,607 　

　２　買掛金 　 　 320,518 　 　 326,254 　 　 352,003 　

　３　短期借入金 　 　 53,456 　 　 53,168 　 　 64,990 　

　４　コマーシャル
　　　ペーパー

　 　 10,000 　 　 - 　 　 - 　

　５　未払法人税等 　 　 7,347 　 　 7,185 　 　 10,391 　

　６　債務保証損失
　　　引当金

　 　 2,227 　 　 2,287 　 　 2,277 　

　７　役員賞与引当金 　 　 143 　 　 211 　 　 255 　

　８　その他 ※５ 　 38,035 　 　 37,081 　 　 45,960 　

　　　流動負債合計 　 　 475,877 44.8 　 469,181 43.5 　 518,486 45.7

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 　 　 61,956 　 　 83,842 　 　 86,400 　

　２　退職給付引当金 　 　 27,639 　 　 17,422 　 　 26,145 　

　３　役員退職慰労
　　　引当金

　 　 2,445 　 　 - 　 　 2,661 　

　４　その他 　 　 14,861 　 　 17,039 　 　 14,765 　

　　　固定負債合計 　 　 106,902 10.0 　 118,304 10.9 　 129,973 11.4

　　　負債合計 　 　 582,779 54.8 　 587,486 54.4 　 648,459 57.1
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前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 58,967 5.5 　 58,967 5.5 　 58,967 5.2

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 60,899 　 　 60,899 　 　 60,899 　 　

　　(2) その他資本
　　　　剰余金

　 423 　 　 687 　 　 566 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 61,322 5.8 　 61,587 5.7 　 61,465 5.4

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 722 　 　 722 　 　 722 　 　

　　(2) その他利益
　　　　剰余金

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　別途積立金 　 337,600 　 　 350,900 　 　 337,600 　 　

　　　　繰越利益
　　　　剰余金

　 21,504 　 　 23,767 　 　 27,097 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 359,826 33.9 　 375,390 34.8 　 365,419 32.2

　４　自己株式 　 　 △7,723 △0.7 　 △6,965 △0.7 　 △7,307 △0.7

　　　株主資本合計 　 　 472,393 44.5 　 488,978 45.3 　 478,544 42.1

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 14,066 1.3 　 9,154 0.9 　 15,163 1.3

　２　繰延ヘッジ損益 　 　 514 0.1 　 828 0.1 　 816 0.1

　３　土地再評価
　　　差額金

　 　 △7,129 △0.7 　 △7,179 △0.7 　 △7,179 △0.6

　　　評価・換算
　　　差額等合計

　 　 7,450 0.7 　 2,804 0.3 　 8,800 0.8

　　　純資産合計 　 　 479,844 45.2 　 491,783 45.6 　 487,345 42.9

　　　負債純資産合計 　 　 1,062,623 100.0 　 1,079,269 100.0 　 1,135,805 100.0
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(2) 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 781,812 100.0 　 776,641 100.0 　 1,602,062 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 678,163 86.7 　 670,297 86.3 　 1,385,322 86.5

　　　売上総利益 　 　 103,649 13.3 　 106,344 13.7 　 216,739 13.5

Ⅲ　販売費及び
　　一般管理費

※１ 　 86,276 11.1 　 89,283 11.5 　 178,242 11.1

　　　営業利益 　 　 17,373 2.2 　 17,060 2.2 　 38,496 2.4

Ⅳ　営業外収益 ※２ 　 7,865 1.0 　 11,657 1.5 　 11,613 0.7

Ⅴ　営業外費用 ※３ 　 1,380 0.2 　 1,384 0.2 　 2,364 0.1

　　　経常利益 　 　 23,857 3.0 　 27,332 3.5 　 47,746 3.0

Ⅵ　特別利益 ※４ 　 1,455 0.2 　 8,286 1.1 　 1,997 0.1

Ⅶ　特別損失 ※５ 　 4,168 0.5 　 14,328 1.9 　 10,036 0.6

　　　税引前中間
　　　(当期)純利益

　 　 21,145 2.7 　 21,291 2.7 　 39,707 2.5

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 7,566 　 　 7,751 　 　 17,283 　 　

　　　法人税等調整額 　 990 8,557 1.1 △546 7,205 0.9 180 17,464 1.1

　　　中間(当期)
　　　純利益

　 　 12,587 1.6 　 14,086 1.8 　 22,243 1.4
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(3) 中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途積立金

繰越利益

剰余金

平成18年３月31日残高

(百万円)
58,967 55,358 319 55,678 722 323,900 26,130 350,752 △ 14,472 450,926

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　株式交換による変動額 ― 5,540 ― 5,540 ― ― ― ― 7,628 13,169

　剰余金の配当（注） ― ― ― ― ― ― △ 4,051 △ 4,051 ― △ 4,051

　別途積立金の積立（注） ― ― ― ― ― 13,700 △ 13,700 ― ― ―

　役員賞与（注） ― ― ― ― ― ― △ 221 △ 221 ― △ 221

　中間純利益 ― ― ― ― ― ― 12,587 12,587 ― 12,587

　土地再評価差額金の取崩 ― ― ― ― ― ― 758 758 ― 758

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― ― △ 1,180 △ 1,180

　自己株式の処分 ― ― 103 103 ― ― ― ― 300 404

中間会計期間中の変動額

合計(百万円)
― 5,540 103 5,644 ― 13,700 △ 4,626 9,073 6,748 21,467

平成18年９月30日残高

(百万円)
58,967 60,899 423 61,322 722 337,600 21,504 359,826 △ 7,723 472,393

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 19,969 ― △ 6,370 13,598 464,524

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　株式交換による変動額 ― ― ― ― 13,169

　剰余金の配当（注） ― ― ― ― △4,051

　役員賞与（注） ― ― ― ― △221

　中間純利益 ― ― ― ― 12,587

　土地再評価差額金の取崩 ― ― ― ― 758

　自己株式の取得 ― ― ― ― △1,180

　自己株式の処分 ― ― ― ― 404

　株主資本以外の項目の中間会計

　期間中の変動額(純額)
△ 5,902 514 △ 758 △ 6,147 △6,147

中間会計期間中の変動額合計(百万円) △ 5,902 514 △ 758 △ 6,147 15,319

平成18年９月30日残高(百万円) 14,066 514 △ 7,129 7,450 479,844

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当中間会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途積立金

繰越利益

剰余金

平成19年３月31日残高

(百万円)
58,967 60,899 566 61,465 722 337,600 27,097 365,419 △ 7,307 478,544

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― △ 4,115 △ 4,115 ― △ 4,115

　別途積立金の積立 ― ― ― ― ― 13,300 △ 13,300 ― ― ―

　中間純利益 ― ― ― ― ― ― 14,086 14,086 ― 14,086

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― ― △ 11 △ 11

　自己株式の処分 ― ― 121 121 ― ― ― ― 353 474

中間会計期間中の変動額

合計(百万円)
― ― 121 121 ― 13,300 △ 3,329 9,970 342 10,434

平成19年９月30日残高

(百万円)
58,967 60,899 687 61,587 722 350,900 23,767 375,390 △ 6,965 488,978

　

　

評価・換算差額等

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 15,163 816 △ 7,179 8,800

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　

　株主資本以外の項目の中間会計

　期間中の変動額(純額)
△ 6,008 11 ― △ 5,996

中間会計期間中の変動額合計(百万円) △ 6,008 11 ― △ 5,996

平成19年９月30日残高(百万円) 9,154 828 △ 7,179 2,804
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前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途積立金

繰越利益

剰余金

平成18年３月31日残高

(百万円)
58,967 55,358 319 55,678 722 323,900 26,130 350,752 △ 14,472 450,926

当事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　株式交換による変動額 ― 5,540 ― 5,540 ― ― ― ― 7,628 13,169

　剰余金の配当（注） ― ― ― ― ― ― △ 4,051 △ 4,051 ― △ 4,051

　剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― △ 4,112 △ 4,112 ― △ 4,112

　別途積立金の積立（注） ― ― ― ― ― 13,700 △ 13,700 ― ― ―

　役員賞与（注） ― ― ― ― ― ― △ 221 △ 221 ― △ 221

　当期純利益 ― ― ― ― ― ― 22,243 22,243 ― 22,243

　土地再評価差額金の取崩 ― ― ― ― ― ― 808 808 ― 808

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― ― △ 1,195 △ 1,195

　自己株式の処分 ― ― 246 246 ― ― ― ― 730 977

当事業年度中の変動額

合計(百万円)
― 5,540 246 5,787 ― 13,700 966 14,666 7,164 27,618

平成19年３月31日残高

(百万円)
58,967 60,899 566 61,465 722 337,600 27,097 365,419 △ 7,307 478,544

　

　

　

評価・換算差額等

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 19,969 ― △ 6,370 13,598

当事業年度中の変動額 　 　 　 　

　株主資本以外の項目の

　当事業年度中の変動額(純額)
△ 4,806 816 △ 808 △ 4,797

当事業年度中の変動額合計(百万円) △ 4,806 816 △ 808 △ 4,797

平成19年３月31日残高(百万円) 15,163 816 △ 7,179 8,800

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

　

　

　 ㈱電通(4324)平成20年３月期中間決算短信

― 50 ―



(4) 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方

法

　(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

１　有価証券の評価基準及び評価方

法

　(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

１　有価証券の評価基準及び評価方

法

　(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

　(2) その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

時価のないもの

主として移動平均法によ

る原価法

　(2) その他有価証券

時価のあるもの

　　同左

　

　

　

　

時価のないもの

　　同左

　(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定)

時価のないもの

　　同左

２　たな卸資産の評価基準及び評価

方法

個別法による原価法

２　たな卸資産の評価基準及び評価

方法

同左

２　たな卸資産の評価基準及び評価

方法

同左

３　デリバティブの評価基準及び評

価方法

時価法

３　デリバティブの評価基準及び評

価方法

同左

３　デリバティブの評価基準及び評

価方法

同左
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前中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

４　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附属設

備を除く)については、定額法

によっております。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。

建物          ３年～50年

構築物        ５年～65年

器具　　　　　２年～20年

４　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附属設

備を除く)については、定額法

によっております。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。

建物          ３年～50年

構築物        ５年～65年

器具　　　　　２年～20年

(会計処理の変更）

法人税法の改正((所得税法

等の一部を改正する法律　平

成19年３月30日法律　第６

号)および(法人税法施行令の

一部を改正する政令　平成19

年３月30日　政令第83号))に

伴い、当中間会計期間から、

平成19年４月１日以降に取得

したものについては、改正後

の法人税法に基づく方法に変

更しております。

この変更に伴う損益に与え

る影響は軽微であります。

(追加情報）

当中間会計期間から、平成

19年３月31日以前に取得した

ものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌事

業年度から５年間で均等償却

する方法によっております。

この変更に伴う損益への影

響は軽微であります。

４　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附属設

備を除く)については、定額法

によっております。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。

建物          ３年～50年

構築物        ５年～65年

器具　　　　　２年～20年

　(2) 無形固定資産

定額法によっております。

なお、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。

　(2) 無形固定資産

      同左

　(2) 無形固定資産

　　　同左

　

　(3) 長期前払費用

均等償却しております。

　(3) 長期前払費用

同左

　(3) 長期前払費用

同左
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前中間会計期間

(自　平成18年４月１日
  至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
  至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

５　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

営業債権等の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

５　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

５　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

　(2) 投資損失引当金

市場価格のない有価証券等

に対し、将来発生する可能性

のある損失に備えるため、必

要と認められる額を計上して

おります。

　(2) 投資損失引当金

同左

　(2) 投資損失引当金

同左

　

　(3) 債務保証損失引当金

将来の債務保証等に係る損

失に備えるため、被保証先の

財政状態等を勘案し、損失負

担見込額を計上しておりま

す。

　(3) 債務保証損失引当金

同左

　

　(3) 債務保証損失引当金　　　　

同左

　

　(4) 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるた

め、当事業年度における支給

見込額に基づき、当中間会計

期間負担額を計上しておりま

す。

(会計処理の変更）

当中間会計期間から「役員

賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会　平成17年

11月29日　企業会計基準第４

号）を適用しております。

　これにより営業利益、経常

利益、税引前中間純利益が143

百万円減少しております。

　(4) 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるた

め、当事業年度における支給

見込額に基づき、当中間会計

期間負担額を計上しておりま

す。

　(4) 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるた

め、支給見込額に基づき計上

しております。

(会計処理の変更）

当事業年度から「役員賞与

に関する会計基準」（企業会

計基準委員会　平成17年11月

29日　企業会計基準４号）を

適用しております。

これにより営業利益、経常

利益、税引前当期純利益が255

百万円減少しております。
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前中間会計期間

(自　平成18年４月１日
  至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
  至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

　(5) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（17年）

による定額法により費用処理

しております。

数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（17年）による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしておりま

す。

　(5) 退職給付引当金

同左

　

　

　

　(5) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（17年）

による定額法により費用処理

しております。

数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（17年）による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしておりま

す。

　(6) 役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の

支出に備えるため、内規に基

づく中間会計期間末要支給額

を計上しております。

───── 　(6) 役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の

支出に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上して

おります。
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前中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

６　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

６　リース取引の処理方法

同左

６　リース取引の処理方法

同左

７　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を行ってお

ります。

７　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を行っておりま

す。なお、金利スワップ取引につ

いて特例処理の要件を充たしてい

る場合には特例処理を採用してお

ります。

７　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

同左

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ａ　ヘッジ手段

為替予約取引

　　ｂ　ヘッジ対象

外貨建予定取引

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ア　a　ヘッジ手段

為替予約取引

b　ヘッジ対象

外貨建予定取引

イ　a　ヘッジ手段

金利スワップ取引

b　ヘッジ対象

借入金に係る利息

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　(3) ヘッジ方針

外貨建取引に係る為替変動

リスクの回避を目的とし、外

貨建予定取引については内規

に基づきヘッジを行っており

ます。また、為替予約取引は

外貨建予定取引金額の範囲内

に限定し、投機的な取引は実

施しないこととしておりま

す。

　(3) ヘッジ方針

外貨建取引に係る為替変動リス

クおよび借入金に係る金利変動リ

スクの回避を目的とし、内規に基

づきヘッジを行っております。ま

た、投機的な取引は実施しないこ

ととしております。

　(3) ヘッジ方針

同左

　(4) ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象に

関する重要な条件が同一であ

り、ヘッジ期間を通じてキャ

ッシュ・フローの変動リスク

を回避していると想定するこ

とができるため、ヘッジの有

効性の評価は省略しておりま

す。

　(4) ヘッジの有効性評価の方法

為替予約取引については、ヘッ

ジ手段とヘッジ対象に関する重要

な条件が同一であり、ヘッジ期間

を通じてキャッシュ・フローの変

動リスクを回避していると想定す

ることができるため、ヘッジの有

効性の評価は省略しております。

また、特例処理によっている金利

スワップ取引については、ヘッジ

の有効性の評価は省略しておりま

す。

　(4) ヘッジの有効性評価の方法

同左

８　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式

を採用しております。

８　消費税等の会計処理

同左

８　消費税等の会計処理

同左
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(会計処理の変更)

前中間会計期間
(自　平成18年４月１日
  至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
  至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

─────

　

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　平成17

年12月９日　企業会計基準第５号）

および「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会　平成17年12

月９日　企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、479,329百万円でありま

す。

　なお、中間財務諸表等規則の改正

に伴い、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

　 当事業年度から、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成17年12

月９日　企業会計基準第５号）およ

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、486,528百万円でありま

す。

　なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則により作成しております。

（企業結合に係る会計基準等） 　 （企業結合に係る会計基準等）

当中間会計期間から「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会　

平成15年10月31日）および「事業分

離等に関する会計基準」（企業会計

基準委員会　平成17年12月27日　企

業会計基準第７号）ならびに「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」（企業会計基

準委員会　平成17年12月27日　企業

会計基準適用指針第10号）を適用し

ております。

　 当事業年度から「企業結合に係る

会計基準」（企業会計審議会　平成

15年10月31日）および「事業分離等

に関する会計基準」（企業会計基準

委員会　平成17年12月27日　企業会

計基準第７号）ならびに「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準委

員会　平成18年12月22日　企業会計

基準適用指針第10号）を適用してお

ります。

　

(表示方法の変更)

前中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

───── （中間貸借対照表）

前中間会計期間において、「現金及び預金」として表

示しておりました譲渡性預金(前中間会計期間　8,500百

万円)については、「金融商品会計に関する実務指針」の

改正（日本公認会計士協会　平成19年７月４日　会計制

度委員会報告第14号）および「中間財務諸表等規則ガイ

ドライン」の改正にともない、当中間会計期間から「有

価証券」として表示しております。

当中間会計期間において有価証券に含まれる譲渡性預

金の残高は、7,000百万円であります。
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(5) 中間個別財務諸表に関する注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末
(平成19年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

55,071百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

60,274百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

57,790百万円

※２　担保資産

　投資有価証券のうち、５百万

円は取引保証のために担保に供

しております。また、現金及び

預金のうち、10百万円は官報に

かかわる取引保証のために担保

に供しております。

※２　担保資産

　　　　　同左

※２　担保資産

　　　　　同左

※３　消費貸借契約

　　　投資有価証券のうち198百万円

および関係会社株式のうち415百

万円は有価証券の消費貸借契約

による貸付を行っております。

※３　消費貸借契約

　　　投資有価証券のうち177百万円

および関係会社株式のうち　

415百万円は有価証券の消費貸借

契約による貸付を行っておりま

す。

※３　消費貸借契約

　　　投資有価証券のうち245百万円

および関係会社株式のうち415百

万円は有価証券の消費貸借契約

による貸付を行っております。

　４　偶発債務

　　(1) 従業員住宅資金等融資制度

による保証債務が4,239百万円

あります。

　４　偶発債務

　　(1) 従業員住宅資金等融資制度

による保証債務が3,424百万円

あります。

　４　偶発債務

　　(1) 従業員住宅資金等融資制度

による保証債務が3,870百万円

あります。

　　(2) 下記会社の銀行借入等に対

して債務保証を行っておりま

す。

Dentsu Holdings Europe Ltd.

(イギリス)

　(GBP 2,000千) 442百万円

Dentsu (Malaysia) Sdn. Bhd.

　(MYR 3,300千) 105百万円

北京電通広告有限公司

　(USD 87,000千) 10,257百万円

㈱エレクトロニック・

ライブラリー

　 264百万円

㈱ケーブルテレビジョン東京

　 29百万円

㈱電通東日本、㈱電通西日本、

㈱電通九州、㈱電通北海道計４社

　 1,008百万円

Phoenix Communications Inc.

(韓国)

　(KRW 40,000,000千) 5,012百万円

上海東派広告有限公司

　 　　 2,410百万円

Dentsu InnovaK Inc.(韓国)

　(KRW 13,000,000千) 1,628百万円

Dentsu Holdings(Thailand)Ltd.

　(THB 160,000千) 502百万円

　　(2) 下記会社の銀行借入等に対

して債務保証を行っておりま

す。

Dentsu Holdings Europe Ltd.

(イギリス)

　(GBP 2,000千) 468百万円

Dentsu (Malaysia) Sdn. Bhd.

　(MYR 3,300千) 111百万円

北京電通広告有限公司

　(USD 70,000千) 8,080百万円

㈱エレクトロニック・

ライブラリー

　 264百万円

㈱ケーブルテレビジョン東京

　 29百万円

㈱電通東日本、㈱電通西日本、

㈱電通九州、㈱電通北海道計４社

　 1,233百万円

Phoenix Communications Inc.

(韓国)

　(KRW 40,000,000千) 5,032百万円

上海東派広告有限公司

　 　　 1,250百万円

Dentsu InnovaK Inc.(韓国)

　(KRW 18,000,000千) 2,264百万円

Dentsu Holdings(Thailand)Ltd.

　(THB 160,000千) 587百万円
　

　　(2) 下記会社の銀行借入等に対

して債務保証を行っておりま

す。

Dentsu Holdings Europe Ltd.

(イギリス)

　(GBP 2,000千) 463百万円

Dentsu(Malaysia)Sdn. Bhd.

　(MYR 3,300千) 112百万円

北京電通広告有限公司

　(USD 83,000千) 9,798百万円

㈱ エレクトロニック・

ライブラリー

　 264百万円

㈱ケーブルテレビジョン東京

　 29百万円

㈱電通東日本ほか地域電通計４社

　 1,257百万円

Phoenix Communications Inc.

(韓国)

　(KRW 40,000,000千) 5,024百万円

上海東派広告有限公司

　 　 1,649百万円

Dentsu InnovaK Inc.(韓国)

　(KRW 13,000,000千) 1,632百万円

Dentsu Holdings(Thailand)Ltd.

　(THB 160,000千) 587百万円

㈱フロンテッジ 167百万円
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前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末
(平成19年３月31日)

㈱フロンテッジ 167百万

㈱アド電通大阪 30百万

Dentsu Sports Marketing USA,

Inc.

　 　 1,312百万円

PDS Media, Inc.(韓国)

　(KRW 9,000,000千) 1,127百万円

Dentsu Media Palette

(Thailand)Ltd.

　(THB 550,000千) 1,727百万円

Football Media Services Pte.Ltd.

(シンガポール)

　(USD 4,857千) 572百万円

Dentsu Marcom Pvt. Ltd.(インド)

　(INR 174,712千) 454百万円

cdp-travissully Ltd.（イギリス）

　(GBP 950千) 210百万円

PT．Dentsu Indonesia

　(IDR 30,000,000千) 387百万円

Dentsu Communications Pvt. Ltd.

(インド)

　(INR 113,698千) 295百万円

計 27,945百万円
　

㈱フロンテッジ 167百万円

PDS Media, Inc.(韓国)

　(KRW 9,000,000千) 1,132百万円

Dentsu Media Palette

(Thailand)Ltd.

　(THB 550千) 2,018百万円

Dentsu Marcom Pvt. Ltd.(インド)

　(INR 123,404千) 361百万円

Dentsu Marcom Middle East

FZ LLC(アラブ首長国連邦)

　(AED 800千) 25百万円

cdp-travissully Ltd.（イギリス）

　 　 174百万円

PT．Dentsu Indonesia

　(IDR 30,000,000千) 381百万円

Dentsu Communications Pvt. Ltd.

(インド)

　(INR 160,403千) 469百万円

計 24,051百万円
　

㈱アド電通大阪 30百万円

PDS Media, Inc.(韓国)

　(KRW 9,000,000千) 1,130百万円

Dentsu Media Palette

(Thailand)Ltd.

　(THB 550,000千) 2,018百万円

Football Media Services Pte.Ltd.

(シンガポール)

　(USD 4,857千) 573百万円

Dentsu Marcom Pvt. Ltd.(インド)

　(INR 221,516千) 602百万円

cdp-travissully Ltd.(イギリス)

　 　 189百万円

PT.Dentsu Indonesia

　(IDR 30,000,000千) 390百万円

Dentsu  Communications  Pvt.Ltd.

(インド)

　(INR 121,250千) 329百万円

計 26,249百万円
　

※５　消費税等の表示

　　　仮払消費税等と預り消費税等

を相殺したうえで、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

※５　消費税等の表示

同左

※５　消費税等の表示

           ─────

　

　６　貸出コミットメント契約

　　　一部の関係会社に対する貸出

コミットメント契約を締結して

おり、貸出未実行残高等は、次

のとおりであります。

貸出コミット
メントの総額

35,405百万円

貸出実行残高 8,709百万円

差引額 26,696百万円
　

　６　貸出コミットメント契約

　　　一部の関係会社に対する貸出

コミットメント契約を締結して

おり、貸出未実行残高等は、次

のとおりであります。

貸出コミット
メントの総額

32,756百万円

貸出実行残高 9,289百万円

差引額 23,466百万円

　６　貸出コミットメント契約

　　　一部の関係会社に対する貸出

コミットメント契約を締結して

おり、貸出未実行残高等は、次

のとおりであります。

貸出コミット
メントの総額

35,989百万円

貸出実行残高 9,022百万円

差引額 26,967百万円

※７　中間会計期間末日満期手形

　　　当中間会計期間の末日は金融

機関の休日でしたが、満期日に

決済が行われたものとして処理

しております。中間会計期間末

日満期手形の金額は次のとおり

であります。

　　　受取手形　　　5,116百万円

　支払手形　　　1,252百万円

※７　中間会計期間末日満期手形

　　　当中間会計期間の末日は金融

機関の休日でしたが、満期日に

決済が行われたものとして処理

しております。中間会計期間末

日満期手形の金額は次のとおり

であります。

　　　受取手形　　　3,759百万円

　支払手形　　　1,178百万円

※７　期末日満期手形

　　　当事業年度の末日は金融機関

の休日でしたが、満期日に決済

が行われたものとして処理して

おります。期末日満期手形の金

額は次のとおりであります。

　　　受取手形　　　4,314百万円

　支払手形　　　1,172百万円
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

※１　減価償却実施額

有形固定資産 2,783百万円

無形固定資産 2,959百万円

※１　減価償却実施額

有形固定資産 2,569百万円

無形固定資産 3,808百万円

※１　減価償却実施額

有形固定資産 5,605百万円

無形固定資産 6,398百万円

※２　営業外収益の主要項目

受取利息 268百万円

有価証券利息 140百万円

受取配当金 5,569百万円

賃貸料 1,489百万円

※２　営業外収益の主要項目

受取利息 453百万円

有価証券利息 146百万円

受取配当金 8,117百万円

賃貸料 1,465百万円

投資組合出資利益

1,092百万円

　

※２　営業外収益の主要項目

受取利息 640百万円

有価証券利息 267百万円

受取配当金 6,765百万円

賃貸料 2,955百万円

※３　営業外費用の主要項目

支払利息 919百万円

為替差損 240百万円

※３　営業外費用の主要項目

支払利息 1,128百万円

為替差損 101百万円

※３　営業外費用の主要項目

支払利息 1,846百万円

※４　特別利益の主要項目

固定資産売却益

512百万円

投資有価証券売却益

550百万円

貸倒引当金戻入益

314百万円

※４　特別利益の主要項目

投資有価証券売却益

474百万円

退職給付信託設定益

7,387百万円

　　　

　

※４　特別利益の主要項目

固定資産売却益

625百万円

投資有価証券売却益

554百万円

貸倒引当金戻入益

377百万円

　

※５　特別損失の主要項目

投資有価証券評価損

1,500百万円

関係会社株式売却損

770百万円

債務保証損失引当金繰入額

970百万円

※５　特別損失の主要項目

投資有価証券評価損

564百万円

関係会社株式評価損

2,491百万円

関係会社支援損

4,052百万円

※５　特別損失の主要項目

投資有価証券評価損

4,068百万円

関係会社株式評価損

868百万円

債務保証損失引当金繰入額

1,033百万円

　 たな卸資産評価損

7,160百万円

　

特別退職金（注）

1,432百万円

(注)　特別早期退職制度の実施

に伴う加算退職金であり

ます。
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　自己株式の種類および株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数（株）

当中間会計期間
増加株式数（株）

当中間会計期間
減少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

普通株式 81,041.28 3,570.72 44,353.95 40,258.05
　

(変動事由の概要)

増加の主な内訳は、次のとおりであります。

　子会社からの買受による増加　　            3,491.00株

減少の主な内訳は、次のとおりであります。

　株式交換による減少                       42,729.98株

　ストックオプション行使による減少          1,620.00株

　

当中間会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

　自己株式の種類および株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数（株）

当中間会計期間
増加株式数（株）

当中間会計期間
減少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

普通株式 38,056.69 34.20 1,845.99 36,244.90
　

(変動事由の概要)

減少の主な内訳は、次のとおりであります。

　ストックオプション行使による減少          1,844.00株

　

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　自己株式の種類および株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度
株式数（株）

普通株式 81,041.28 3,613.25 46,597.84 38,056.69

(変動事由の概要)

増加の主な内訳は、次のとおりであります。

　子会社からの買受による増加　　            3,491.00株

減少の主な内訳は、次のとおりであります。

　株式交換による減少                       42,729.98株

　ストックオプション行使による減少          3,856.00株
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